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              命 令 書  
 

         

申 立 人   三多摩合同労働組合 

    執行委員長  Ｘ１  

 

         

申 立 人          Ｘ２ 

 

        

 被申立人  中央大学生活協同組合  

       代表者理事  Ｙ１ 

 

 上記当事者間の都労委平成13年不第94号、同15年不第69号及び同17年不第64号事

件について、当委員会は、平成18年12月19日第1432回公益委員会議において、会長

公益委員藤田耕三、公益委員大辻正寛、同中嶋士元也、同大平惠吾、同北村忠彦、

同小井圡有治、同永井紀昭、同梶村太市、同松尾正洋、同中島弘雅、同荒木尚志、

同森戸英幸の合議により、次のとおり命令する。 

 
主 文 

 

１ 被申立人中央大学生活協同組合は、申立人Ｘ２   に対する平成12年12月 

21日付懲戒処分、13年５月28日付懲戒処分及び同年６月11日付懲戒処分がそれぞ

れなかったものとして扱わなければならない。  

２ 被申立人生協は、申立人Ｘ２   の12年度期末手当について、査定が平均値

であったものとして支給額を是正し、是正により支払われるべき額と既に支払わ

れた額との差額を支払わなければならない。 

３ 被申立人生協は、本命令書受領の日から１週間以内に、下記内容の文書を申立

人三多摩合同労働組合に交付しなければならない。 
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               記 

                        年  月  日 

三多摩合同労働組合                    

執行委員長 Ｘ１ 殿 

                         中央大学生活協同組合 

                         代表者理事 Ｙ１  

 

 当生協が、①貴組合員Ｘ２   氏に対して、平成12年12月21日付け、13年５

月28日付け及び６月11日付けで懲戒処分を行ったこと、②Ｘ２   氏の13年度

雇用契約の年間就業日数を前年度と比較して大幅に削減したこと、③Ｘ２   

氏の12年度期末手当を低額に決定したこと、及び④Ｘ２   氏の配転問題に関

して貴組合が申し入れた団体交渉に誠実に応じなかったことは、いずれも不当労

働行為であると東京都労働委員会において認定されました。 

今後、このような行為を繰り返さないよう留意します。  

（注：年月日は、文書を交付した日を記載すること。）  

４ 被申立人生協は、前各項を履行したときは、速やかに当委員会に文書で報告し

なければならない。  

５ 12年度冬期慰労金に関する申立てを却下する。 

６ その余の申立てを棄却する。 

 
理 由 

 

第１  事案の概要と請求する救済の内容 

１  事案の概要 

 本件は、被申立人中央大学生活協同組合（以下「生協」という。）が、①生

協の定時従業員Ｘ２   （以下「Ｘ２」という。）に対して、平成12年12

月21日付け、13年５月28日付け及び６月11日付けで懲戒処分を行ったこと、②

13年度の雇用契約更新に当たって、Ｘ２が所定労働日を特定するよう求めたと

ころ、年間所定労働日を大幅に削減したこと、③Ｘ２の12年度冬期慰労金、  

13年度夏期慰労金を削減し、12年度期末手当を支給しなかったこと、④Ｘ２に
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対して、13年８月１日付け（実施の発令は11月15日付け）で配転命令を行った

こと、⑤Ｘ２の配転問題、就労場所を議題とする団体交渉に応じなかったこと、

⑥14年度の総代会にＸ２を出席させず、総代会の席上Ｘ２や組合についての生

協の見解を披瀝したこと、⑦Ｘ２を17年４月９日付けで雇止めとしたことが、

それぞれ不当労働行為に当たるとして争われた事案である。 

２  請求する救済の内容の要旨 

⑴ 都労委平成13年不第94号事件 

① Ｘ２に対する平成12年12月21日付懲戒処分、13年５月28日付懲戒処分及

び６月11日付懲戒処分を撤回すること。 

② Ｘ２に対し、12年度冬期慰労金27,000円を支給すること。 

③ Ｘ２との間の13年３月６日付労働契約書の内容を従前どおりの内容に

戻すこと。  

④ Ｘ２に対し、12年度期末手当5,000円を支給すること。  

⑤ Ｘ２に対する13年11月15日付（13年８月１日付）配転命令を撤回するこ

と。 

⑥ 陳謝文の交付、掲示、全従業員への配付 

⑵ 都労委平成15年不第69号事件 

① Ｘ２の配転問題について、裁判所及び労働委員会に係属していることを

理由として団体交渉を拒否しないこと。 

② 14年６月25日の総代会でのＸ２と組合に対する誹謗中傷について、生協

発行の広報誌に命令文を掲載・謝罪し、申立人の見解を掲載すること。ま

た、総代会において、命令内容を議案書に記載し、報告・謝罪し、申立人

の見解を述べる機会を与えること。 

③ 総代会へのＸ２の出席を妨害しないこと。  

④ Ｘ２の13年度夏期慰労金を、就業規則上の支給基準に従い、平均的査定

で支給すること。 

⑤ 陳謝文の交付、掲示、全従業員への配付 

⑶ 都労委平成17年不第64号事件 

① Ｘ２の就労場所を主たる議題とする申立人組合からの団体交渉の申入

れを拒否しないこと。 
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② Ｘ２に対する17年４月９日付雇止め（解雇）を撤回し、書籍事業部図書

館係に復職させること。 

③ Ｘ２と生協との間に雇用関係があるものとして取り扱い、13年８月１日

以降、復職までの期間の賃金相当額を年５分の利息を付して支払うこと。 

④ 陳謝文の交付、掲示、全従業員への配付 

第２  認定した事実  

１  当事者等 

⑴ 被申立人生協は、肩書地に所在する申立外学校法人中央大学（以下「大学」

という。）構内、東京都文京区の大学理工学部、東京都小金井市の中央大学

付属高等学校、東京都杉並区の中央大学付属杉並高等学校の各構内において、

大学等の委託を受けて食堂・売店の運営及び図書の整理業務等を行う消費生

活協同組合であり、本件申立時の従業員数は、正社員約80名、定時従業員（パ

ートタイム社員）約300名である。 

  ちなみに、生協は、申立外多摩都市モノレール株式会社（以下「モノレー

ル」という。）から、定期乗車券の販売委託を受けている。 

⑵  申立人三多摩合同労働組合（以下「組合」という。）は、東京西部地域

を中心とする中小企業に雇用される労働者で組織される個人加盟の労働組

合で、本件申立時の組合員数は、約130名である。 

    生協には、組合のほかに、正社員で組織する労働組合である中央大学生活

協同組合従業員組合（以下「従組」という。）がある。  

⑶ 申立人Ｘ２は、５年２月に生協の定時従業員として雇用され、生協が大学

から受託した大学図書館における図書整理の業務に従事してきたが、後記経

緯により、13年11月15日付けで書籍店外売係への配転命令を受け、17年４月

９日付けで雇止めの通告を受けた。 

  Ｘ２は、後記のとおり、12年９月21日に申立外八王子ユニオン（以下「ユ

ニオン」という。）に加入したが、13年６月８日に組合に加入するとともに、

６月11日付けでユニオンを脱退した。  

【審８ｐ７、審９ｐ８～９、甲１、甲38、甲82、甲162、乙48】 

２ Ｘ２の年次有給休暇取得、ユニオンへの加入及び第１次懲戒処分について 

⑴ Ｘ２は、５年２月１日に生協に採用されたが、大学からの受託業務が４月
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から開始される予定であったため、４月１日から定時従業員として１年間の

雇用契約書を取り交わした。その後、雇用契約は14年３月31日までの間、１

年ごとに更新された。 

  Ｘ２の業務は、図書館係の和書担当として、図書（和書）を購入し、図書

館の書架に配架するまでの一連の業務であり、具体的には、発注した図書を

受け入れ、国立情報科学研究所がその図書に付与した書誌データを大学の規

則どおりに直してコンピュータ入力し、請求記号を付与し、装備作業（請求

記号ラベルの貼付、蔵書印押印、デートスリップ貼付等）を行うというもの

であった。また、勤務日数は週５日で、勤務時間は午前９時から午後４時ま

で（途中１時間の休憩）とされ、週休日のほかに祝日と大学の開校記念日が

休日とされているが、大学が休みになる期間には勤務日が大幅に減ることが

あった。 

【審４ｐ28～29、審５ｐ25～27、甲82】 

⑵ ６年４月下旬頃、定時従業員の社会保険についての説明会が行われ、その

際、定時従業員の年次有給休暇についての質問があったところ、生協総務部

のＺ１係長は､「生協のパート(定時従業員)に有給休暇はありません。」と

きつい口調で答えた。また､総務部のＺ２係長は､前記Ｚ１係長の発言を補足

する形で「生協のパート(定時従業員)の勤務形態は、各職場によってバラバ

ラであり、どのように扱えばいいのか判らず、懸案事項となっている。パー

ト（定時従業員）の有給休暇は検討している。」などと答えた。  

  この説明会を契機に、定時従業員の間で有給休暇を認めてもらいたいとの

話題がしばしば出るようになった。 

  10年頃から、Ｘ２は、上司であるＹ２  （当時の役職は主任で、12年に

係長代行となって図書館の定時従業員を統括する立場に立ち、13年に係長と

なった。以下、便宜上「Ｙ２係長」という。）に対し、定時従業員にも有給

休暇を認めてほしいと何度も求めたが、Ｙ２係長は「有給休暇など要求する

と今のように自由に休みが取れなくなる。忙しいときには休みが取りにくく

なり、働き方がもっときつくなるかもしれないからそんなこと要求しないほ

うがいいですよ。」などと言って取り合わなかった。 

【審４ｐ31～33、甲82、乙28】 
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⑶ 12年１月、モノレールの中央大学・明星大学駅が開通し、通勤経路の変更

が行われた際に、生協の定時従業員の就業及び給与に関する規定（以下「定

時従業員就業規定」という。）で「多摩動物公園（駅）→中央大学（・明星

大学駅）間、及びこれに準ずる区間の交通費は支給しません。」と規定され

ていたところ、Ｘ２の自宅から永山駅までの徒歩10分程度の区間（多摩動物

公園駅から中央大学・明星大学駅までの区間がほぼ同じ距離になる。）につ

いてバスの交通費を支給していたことが判明した。このため、Ｙ２係長は、

Ｘ２に、その区間の交通費が今後は支給されなくなる旨を告げた。 

  Ｘ２がその根拠を質したのに対して、Ｙ２係長が総務の担当者Ｚ３に直接

問い合わせるよう勧めたので、Ｘ２がＺ３に質問したところ、Ｚ３は、「（Ｘ

２の）自宅から永山駅までは、多摩動物公園から中大間、これに準ずる区間

として本来支給しない。今回の申請書をチェックしていたら、その不正が発

見された。」などと述べた。Ｘ２が、「なぜ、最初の申請のときには認めた

のか。」と質したところ、Ｚ３は、「申請時には、私は在職していなかった

ので知りません。当時の担当者が見落としたのでしょう。本来ならそれまで

支給していた交通費の返還を求めるところです。」などと述べた。 

  Ｘ２がこのやりとりをＹ２係長に報告すると、同係長は、「今までの支給

が前任者のミスというのであれば、後任の担当者がその仕事を引き継いでい

るのだから前任者のミスを当然謝罪するべきだ。」と憤慨した。  

  後日、Ｘ２がＺ３に対して、大きな声で、「前任者のミスというのなら、

後任のあなたがその仕事を引き継いでいるのだから、そのミスを謝罪して下

さい。」などと言って謝罪を求めたところ、Ｚ３は、「じゃあ謝ります。」

と述べた。  

【審９ｐ18～21、甲85、乙13、乙27】 

⑷ 12年４月に、Ｘ２が他の定時従業員とともに、昼食時に大学食堂棟４階の

生協食堂「四季」を利用しようとしたところ、食堂の担当者から、混雑時に

は生協の職員の利用はできない旨告げられた。これに対してＸ２は、利用制

限に抗議し、「従業員食券ではなく、現金で支払えば利用できるのか。」な

どと述べた。 

  生協従業員も生協の食堂を半額補助で支給される食券で利用できること
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になっているが、生協の「定時従業員・アルバイト勤務マニュアル」には「４

Ｆ食堂は、12:00～13:00まで利用禁止です。」と記載されている。しかしな

がら、図書館の定時従業員は大学職員と一緒に「四季」を利用することがあ

るため、Ｙ２係長は利用禁止である旨を特に徹底していなかったし、Ｙ２係

長自身が利用することもあった。また、Ｘ２が採用された当時のＺ１係長は、

「四季」をしばしば使用しており、Ｘ２も昼食に誘われたことがあった。  

【審10ｐ29～31、甲85、乙27、乙36、乙37】 

⑸ 12年６月６日、Ｘ２は、同月８日の有給休暇取得日を記入した自ら作成し

た有給休暇申請用紙をＹ２係長に提出した。Ｙ２係長は「有給休暇は法律で

は認められているが、生協としては制度として運用していない。」と述べた。

Ｘ２が、「有給休暇は、制度としてあるとかないとかではないはずです。労

基法で保障された労働者の権利です。」と言うと、Ｙ２係長は「ここでその

話をするのはまずいから。」などと言って、図書館外のテラスにＸ２を連れ

出した。 

  テラスでＹ２係長は、「労働基準法違反なんて、ドライバーが法定速度を

キッチリ守って運転している人が少ないようにそんなに悪いことではな

い。」、「中小・零細企業などでは労基法違反なんてザラだ。」、「Ｘ２さ

んは爆弾の火種だ。Ｘ２さんの有給休暇を認めると他のパート（定時従業員）

にも認めなければならなくなる。そうすると生協の経営は苦しくなる。今で

さえ衣料部門はユニクロなど格安店の存在で大変である。有給休暇申請など

すると生協経営側がＸ２さんを解雇するかもしれないから、そんなことやめ

たほうがいいですよ。」、「Ｘ２さんは有給休暇がなければ生協では働けな

いのですか。権利を主張するからには義務を果してもらわなければ。」など

と、午後１時から終業時刻の午後４時まで３時間にわたって、有給休暇を申

請しないようＸ２を説得した。しかしＸ２は、Ｙ２係長の説明に納得せず、

有給休暇を申請した。 

  翌７日の午後３時の休憩時にＹ２係長は、総務部からの伝言として「今の

パート（定時従業員）の時給には有給休暇分が上乗せされているので、もし

Ｘ２さんが有給休暇を取るのであれば、Ｘ２さんの時給を下げるとのことで

す。」とＸ２に告げた。Ｘ２が、そのような説明は聞いていないので書面で



 - 8 - 

回答を欲しいと言うと、Ｙ２係長は、書面としての回答は総務部に要求して

ほしいと述べた。Ｘ２は、Ｙ２係長と一緒に総務部へ行ったが、担当者が不

在であったため、後日改めて総務部に行くこととした。  

  Ｘ２は６月８日に有給休暇を取得した。 

【審４ｐ38～42、審10ｐ43～44、甲82】 

⑹ ６月12日、総務部のＹ３  係長（以下「Ｙ３係長」という。）は、Ｘ２

を生協会議室に呼び、約１時間、有給休暇に関する説明を行った。その席上

でＹ３係長は「当時私は生協に在職していなかったのでよくわからないが、

10年程前には生協のパート（定時従業員）にも有給休暇はあったそうだ。し

かし取得する者としない者とで不平等が生じ、有給休暇分を時給に上乗せし

たと聞いている。だから今のパート（定時従業員）の時給には有給休暇分が

上乗せされているので有給休暇を取得できない。Ｘ２さんが有給休暇を取る

のであれば時給を下げる。」、「一人でも有給休暇をとれたほうがいいとい

う方がいれば必ず来年度には有給休暇をとれるように就業規則等を改正す

る。有給休暇を取得されると、どうしてもほかのパート（定時従業員）との

兼ね合いから統一的な処理ができないので、できれば待ってほしい。」と説

明した。Ｘ２は、そのような説明は採用以来聞いたことがないこと、６年４

月頃の説明会で「パート（定時従業員）の有給休暇は検討している。」との

回答があったことを述べて、時給を下げるのであればいくらになるのかと尋

ねたが、回答はなかった。また、Ｘ２は、Ｙ３係長の説明を文書で欲しいと

求めたが、同係長はこれを拒否した。  

  Ｘ２は、有給休暇を申請したい旨を再度申し出、自ら作成した有給休暇申

請用紙を提出しようとしたところ、Ｙ３係長は正式な有給休暇申請用紙があ

るとして用紙を示し、その用紙に記入し、Ｙ２係長に提出するよう求めた。 

  Ｘ２は、６月19日にも、上記のように有給休暇申請用紙を提出して休みを

取った。 

【審４ｐ42～44、審８ｐ８～９、甲82】 

⑺ ７月19日に支給された６月分給与では、Ｘ２が有給休暇申請を行って休ん

だ６月８日と19日については、欠勤扱いとして賃金カットがなされていた。 

  ７月24日に、Ｘ２がＹ２係長に説明を求めると、同係長は「有給休暇は認
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めない。」と答えた。 

  これに不満を覚えたＸ２は、７月26日に同僚の定時従業員から紹介された

ユニオンに赴き、相談した結果、ユニオンのアドバイスにより、八王子労働

基準監督署(以下「労基署」という。)の労働基準監督官に労働基準法違反の

申告を行った。 

  労基署の指導により、６月分のカット額は９月に支払われることとなった。

また、労基署は、定時従業員にも有給休暇を与えるよう指導した。 

  ８月上旬、Ｘ２は、同僚の定時従業員らに、上記の経過で定時従業員にも

有給休暇が認められることになったと告げた。８月下旬に行われた和書定時

従業員の昼食会では、Ｘ２の同僚の定時従業員が、「Ｘ２さんはジャンヌ・

ダルクのようだ。Ｘ２さんの後に続いて皆で有給休暇を取得しよう。」など

と言った。  

  こうしたことから、８月下旬、和書定時従業員のＺ４が有給休暇申請した

ところ、８月29日に、Ｙ１ 専務理事（以下「Ｙ１専務理事」という。）は

Ｚ４を呼び出し、「パート(定時従業員)は準従業員である。有給休暇制度は

規則にないから払えない。」、「労基署に行かれたら仕方ないから払う。そ

の代わりその有給休暇分をボーナス等で取り返す。あんた２年目だからボー

ナス少ないからなあ、その分を何らかで回収する。でもそんなことする(労

基署に行く)と印象が悪くなる。配置替えもできる。業務縮小すれば辞めて

いただくこともある。」、「有給休暇制度がないから他で補償している。そ

れを労基署の人は分かってくれたようだ。」、「来年度の４月から有給休暇

を取り入れようと検討中だが、今までのように時給が上がるかどうかは不明

だ。４月まで有給休暇の権利を行使しなければありがたい。現在弁護士と検

討している。有給休暇を取った人だけが得をするということはない。」、「Ｘ

２さんはイデオロギー的だ。宗教と同じで取りつかれている。」、「(有給

休暇取得するということは)社会的担保を捨てるということだから。三十何

年間生きているんなら、そのくらいのこと分かるでしょ。あなたはおかしな

ユニークな人だ。我が強いね。一番得なのは有給休暇を取って直ぐ辞めるこ

とだよね｡」などと言った。この件をＺ４から相談されたＸ２は､いざとなれ

ば労働基準監督官に申告すればよい、実際に不利益扱いはできないであろう
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などと励まし、Ｚ４は予定どおり有給休暇を取得した。この後有給休暇申請

をする定時従業員はいなかった。 

【審４ｐ45～46、審５ｐ２、審８ｐ８～９、甲４、甲82】 

⑻ Ｘ２は、Ｚ４の件で、自分にも不利益取扱いがあることを懸念し、９月21

日にユニオンに加入した。 

  ユニオンは、10月３日、生協に対して①有給休暇の就業規則への明記、②

有給休暇の雇用契約書への明記、③定時従業員就業規定の見直し等を交渉事

項とする団体交渉の申入れを行った。  

  そして11月７日に第１回目の団体交渉が開催され、その席上で生協側 Ｙ

４弁護士（以下「Ｙ４弁護士」という。）は、「これまで生協は労働基準法

の知識がないままにパート（定時従業員）の人たちとは家族的な関係でやっ

てきた。来年の３月、年度の切換時期に、契約更新時に、パート（定時従業

員）の就業規則に有給休暇を明記する。」と発言した。また、Ｙ３係長は、

「労基署にパート（定時従業員）の就業規則を届け出していなかったため、

労基署から就業規則の不備の指摘や是正勧告があったので、これからちゃん

とする。」と発言した。ユニオンは、就業規則の改定は来年の３月でもよい

が、①定時従業員全員に今すぐ有給休暇を取得できることと有給休暇の付与

日数を周知徹底すること、②長年定時従業員に対して有給休暇を与えてこな

かったことを謝罪することの２点を要求した。生協は回答を保留した。 

  生協は11月20日頃から同月27日頃の間で、各職場単位で定時従業員に対し

て年次有給休暇に関する説明会を開催し、「今まで生協のパート（定時従業

員）に有給休暇がなかったのは、取得する者としない者とで不公平が生じ、

パート（定時従業員）からの要望で有給休暇分を時給に上乗せした。しかし

労基署に相談したところ、それでは法規違反となるということなので、来年

度から就業規則を改定し、有給休暇の制度を取り入れるよう検討している。」

という内容を説明し、有給休暇に関する説明を受けたという署名を当日出席

者全員から取った。Ｘ２には出席の要請はなく、11月27日の説明会にＸ２が

出席しようとしたところ、既に団体交渉で説明しているなどとして、生協は、

Ｘ２の出席を拒否した。 

  生協は、11月27日、ユニオンに対して、①15年ほど前に定時従業員につい
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ては、年次有給休暇相当分を上乗せして賃金を決めることとしたが、労基署

に相談したところ、労働基準法違反となるとの指摘を受けたこと、②このた

め来年３月に就業規則を改正し、年次有給休暇の規定を整備すること、③現

在の就業規則には年次有給休暇の規定はないが、業務に支障のない範囲で取

得できることを定時従業員に周知したことなどを記載した文書を送付した。 

  Ｘ２が同僚に確認したところ、すぐに有給休暇を取得できるという説明は

生協からはなかったとのことであったため、ユニオンは、11月28日、生協に

対し、定時従業員に対して有給休暇の説明が不十分であるとの文書を送付す

るとともに、ビラにより、定時従業員に対する有給休暇が認められた旨を周

知することを決めた。 

【審１ｐ９～10、審５ｐ７～９、甲３の１・２、甲４、甲５、甲82】 

⑼ 12月19日、ユニオンは、大学北門と東門の入口付近で、ビラ配布を行った。

ビラには、ユニオンが生協と話合いを行った結果、定時従業員も、すぐにで

も有給休暇を取ることができるようになった旨が記載されていた。 

  当日は、Ｘ２も有給休暇を取って参加し、午後３時30分頃から４時15分頃

まで、大学通信教育部の学生でもある組合員と二人で、大学東門のモノレー

ルの改札の外でビラを配布した。その際、Ｘ２は大学の警備員からビラを１

枚渡すように求められ、大学敷地内では配布しないように求められたところ

から、上記の場所で配布したものであるが、それに対する警備員からの制止

はなかった。また、ビラ配布中に、モノレールの職員から注意を受けた。  

  ユニオンのビラ配布が始まった後、大学職員から「大学北門で八王子ユニ

オンの腕章をつけた男性２名、女性１名がビラ配布している。止めにはいっ

たが一向に止めない。女性１名が学内に逃げ込んだ。」との電話連絡があり、

生協のＹ５  理事（以下「Ｙ５理事」という。）らは、大学北門に赴いて、

ユニオンの組合員にビラ配布は大学構外でするように求めた。また、大学の

警備員から、モノレールの構内でもビラ配布が行われたようだと聞いて、モ

ノレールの職員にも話を聞いて謝罪した。 

  ビラ配布が終了した後、Ｘ２は、一緒にビラ配布をした大学通信教育部の

学生が図書館の利用方法を教えてほしいと言っていたので、図書館内を案内

した後、東門付近のロータリーのベンチでその学生と話をしていたところ、
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Ｙ２係長が通りかかった。同係長は、大学北門で八王子ユニオンのビラ配布

をしていた女性１名が学内に逃げ込んだという大学からの連絡があったが、

その女性はＸ２ではないのかと尋ねた。これに対してＸ２は、自分もビラ配

布には参加したが、その女性は自分ではないなどと答えた。 

  翌20日、生協のＹ５理事らは、大学に、ユニオンのビラ配布の件について

謝罪に赴いた。 

【審５ｐ16、審７ｐ５、審12ｐ５～６、甲６、甲82、乙47】 

⑽ 12月21日、生協は、Ｘ２に対し、「無許可でビラを配布し、大学職員とモ

ノレール職員より厳重なる注意をうけた。このような行為は、『定時従業員

の就業および給与に関する規定Ⅶの三、生協に不利益をもたらし、又は不都

合の行為』に該当する。」として譴責処分を行った（以下この処分を「第１

次懲戒処分」という。）。この処分は、大学北門でビラ配布を行って、大学

職員に制止されたら学内に逃げ込んだ別の女性をＸ２であると考えて行わ

れた処分であった。  

  なお、「定時従業員の就業および給与に関する規定」Ⅶの三には「生協に

不利益をもたらし、又は不都合の行為があったときは解雇します。」と定め

られているが、譴責に関する規定はない。一方、正規従業員の就業規則には、

懲戒処分として譴責が定められている。 

  また、生協は、同日、ユニオンに対し、ビラ配布によって大学、モノレー

ルの管理権を侵害し、多大な迷惑をかけたなどとする抗議文を送付した。  

  ユニオンは、13年１月10日に第１次懲戒処分の撤回を求めて団体交渉を申

し入れるとともに、２月７日付抗議文で、ビラ配布は労働組合法上の正当な

労働組合活動であり、第１次懲戒処分は、組合活動に対する制限と組合潰し

をねらった不当労働行為であると主張して、処分の撤回を求めた。 

  ２月９日に行われた第２回団体交渉で、ユニオンが、Ｘ２のビラ配布の事

実関係に誤りがあり、譴責処分の規則上の根拠もない旨指摘したところ、Ｙ

４弁護士は「どうも事実判断のズレがあるようだ。処分が適当であったかど

うかの事実確認をする。」と回答し、再度４月30日まで事実調査をして、処

分に関する回答を行うと述べた。 

【審５ｐ16、甲７、甲８、甲10、甲11、甲82、乙１の７、乙４、乙５】 



 - 13 - 

⑾ 生協は、４月26日付「回答書」で、「再調査の結果、懲戒処分は妥当であ

ると判断します。」との文書をユニオンに送付した。この間、Ｘ２に対する

事情聴取は行われなかった。  

  ５月14日に行われた団体交渉で、生協は、①ビラ配布直後の時刻に、東門

ロータリーのゴミ箱でユニオンの配布したビラを確認した、②Ｘ２は少なく

とも警備員にビラを渡しており、これは大学構内でビラを配布したことに当

たる、③ユニオンの他の組合員は大学構内でビラを配布している、④ビラ配

布直後の時刻にＹ２係長がＸ２にビラ配布について尋ねた際に、同人は、当

初は友人を図書館に案内してきたと嘘をついている、などの様々な状況証拠

からＸ２が大学構内でビラを配布していないという同人の主張は信用でき

ないし、大学敷地内でビラ配布をしたとしても、モノレール敷地内において

行ったとしても、それは、生協の事業活動を妨げる重大な違反行為であるな

どと説明した。 

  なお、その後に行われた大学構内での組合のビラ配布については、大学が

対応すると伝えられていたので、生協は処分を行っていない。 

【審５ｐ22～23、審13ｐ27・46、甲78、甲82、乙１の24・25】 

３ Ｘ２に対する「嫌がらせ」等について 

⑴ 12年10月５日、Ｘ２は、分類記号の付与に関して、隣で同じく目録作業を

していた同僚Ｚ５に質問をし、２、３分やり取りをしたところ、突然斜め前

に座っていたＹ２係長が立ち上がり、Ｘ２とＺ５に対して、「話が長すぎ

る。」と注意した。Ｘ２が、私語ではなく、仕事上の話をしていたのに、他

の同僚たちのやり取りは黙認していて何故自分たちだけが注意されるのか

と抗議したところ、Ｙ２係長は、話を止めさせようと指で机を鳴らしたり、

Ｚ５に向かって目で合図したりしたが２人は気付かず、話の最後にＺ５が微

笑んだのを確認したので、私語を交わしていると確信したと述べた。Ｚ５は

「仕事中に微笑んではいけないのですか。こんなに侮辱されたのは生まれて

初めてだ。」と泣き出し、席を立った。 

【審５ｐ52～54、甲82】 

⑵ 13年４月24日、Ｘ２が目録作業をしていて、残り３分では１冊の図書の目

録はできないと判断し、３時57分頃に後片付けをしようと端末の電源をおと
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していたところ、横の席で作業していたＹ２係長が「業務は４時までです。」

と叱責した。Ｘ２が「何でもかんでも業務命令なのですね。」と言うと、Ｙ

２係長は机を拳で叩いて「上司なのだから当たり前だ。」と怒鳴った。既に

ゴミ捨て等後片付けをしている他の同僚たちがいたので、Ｘ２は「ゴミ捨て

も仕事です。後片付け等で４時まで席を立つなというのなら、他の同僚たち

にもそう指示して下さい。」と抗議した。 

【審５ｐ46～47、甲18、甲82】 

⑶ 13年４月23日、Ｙ２係長がＸ２に「大入袋」（生協では、新学期の売上げ

が多く忙しい日に出勤した社員に、「大入袋」として500円を支給する慣行

があった。）を渡した際に、「大入袋は、経営側から図書館など直接売上に

関係ない部署には支給の必要がないので見直してほしいと従組の方に提案

があったが、実は権利ばかり主張して、義務を果たさないＸ２さんのいる図

書館係には出す必要がないということらしい。今回は、従組として公平に部

署に関係なく全員に支給してほしいとの希望を出し支給されたが、こんなこ

とでは当然私たち図書館従業員にも支給されないことになるかもしれない

ので迷惑だ。」などと言った。 

  ４月26日午後３時15分頃（勤務時間内）から、従組の委員長でもあるＹ２

係長がＸ２以外の図書館定時従業員を会議室に集めて、「大入袋」の支給に

ついて、従組としての説明会を行い、４月23日にＸ２に対して述べたのと同

様の説明を行った。また、Ｙ２係長は、Ｘ２はわがままだなどと言ってＸ２

を批判した。 

【審５ｐ47～49、甲18、甲82】 

⑷ ５月21日、Ｘ２がいつものように同僚たちと２階学生食堂で昼食をとって

いたところ、生協従業員４名位が近くの席に座って、食事もせずに、Ｘ２た

ちの様子を見ていた。そして、そのうちの２名がＸ２たちの席の横を行った

り来たりしてじっと見ていた。Ｘ２たちが食事が終わって食器を片づけるた

め移動すると一緒に移動し、１階売店に行くとそこにも移動してきた。 

  翌22日は、２階学生食堂の囲いがしてある部屋でＸ２と同僚５名が昼食を

とっていたところ、生協従業員らが近くの席に座って、食事もせずにＸ２た

ちの様子をずっと見ていた。そしてやはり２名の従業員がＸ２たちの横を行
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ったり来たりしていた。 

  23日はＸ２と同僚８名で２階学生食堂に行った。この日は混んでおり、席

を確保するのがやっとのことであったところ、生協従業員らが、２階食堂の

壁一列に８名位並んで立って、Ｘ２たちの様子をじっと見ていた。やはりこ

の日も２名がＸ２たちの席の横を行ったり来たりして、Ｘ２たちが売店に移

動すると、一緒に移動した。  

  24日は、Ｘ２は、友人夫妻が訪ねてきたため、友人夫妻と普段より少し遅

れて学生食堂に行ったところ、やはり６～７名ほどの従業員が入り口で待っ

ていて、「あ、来た来た。」などと言って、Ｘ２たちの後をついてきた。  

  このような状態が４日も続いたことから、Ｘ２の同僚たちの中には学生食

堂で食事をするのが嫌だという者も出てくるようになり、その後しばらくの

間、Ｘ２たちは、売店で弁当を買い、外のベンチなどで食事をしていた。  

【審５ｐ50～51、甲82】 

４ Ｘ２の13年度雇用契約の経緯並びに第２次及び第３次懲戒処分について 

⑴ 13年２月26日、生協は、図書館定時従業員に対して、定時従業員就業規定

の改定案の説明会を行い、13年度の雇用契約書を交付するとともに、有給休

暇を取得できること、定時従業員就業規定に有給休暇が明記されることなど

の説明を行った。 

  Ｘ２は、13年度の雇用契約書に就業場所・業務内容の明示がなかったため、

契約後に配置転換が行われることを危惧して、就業場所・業務内容の明示を

求め、合わせて、12年度に好きな時期に夏休みをとってよいと言われていた

にもかかわらず、間際になって夏休みを指定されたことを指摘して、あらか

じめ夏休み等を明示するよう求めたが、生協は、意見として聞いておく旨答

えた。 

【審５ｐ27～29、甲12の１・２、甲82、乙１の14の２】 

⑵ Ｘ２は、３月２日に総務部のＹ３係長に電話し、再度就業場所・業務内容、

夏休み等の明示を要求した。Ｙ３係長は「今現在の契約書は、就業場所・業

務内容に変更なしとなっていて、入社当時の契約書にはキチンと明記してあ

るはずだからそれで構わないはずだ。そんなにうるさいことを言うのなら、

あなたの契約書だけ変える。」と言った。 
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ちなみに、Ｘ２の入社当時の雇用契約書には、就業場所・業務内容の記載

はなかった。また、この際、Ｘ２は、生協の都合により就労すべき日に就労

できない場合は賃金の６割を支給すべきであるなどと述べた。 

  ３月５日、Ｙ２係長はＸ２に対し、「雇用契約書を作り直すので、２月26

日に交付した雇用契約書を返してくれ。」と言ってＸ２の契約書を持ち去っ

た。 

  翌６日にＹ２係長は、年間所定労働日数146日と所定労働日を限定したカ

レンダーが添付された雇用契約書をＸ２に渡した。この契約書では、所定労

働日数が前年度と比べて30日以上も少なかった。 

  ３月７日に、Ｘ２が「この契約内容は、私の要求したものではない。どう

してこのような契約書になったのですか。」とＹ２係長に説明を求めたとこ

ろ、同係長は、「所定労働日を特定してほしいというＸ２さんの要望に沿っ

て確実に保障できる所定労働日を特定した結果、この契約書になった。この

契約内容はもう変えられない。」と答えた。Ｘ２が、「あくまでも就業場所・

業務内容の明示を求めたにすぎない。また、12年８月の件(「今年の８月は

仕事が多いので例年通りの夏休みがない。各自好きな時期に夏休みを取って

いい。」としていながら実際には休業日を指定された。)のような場合は、

労基法では６割支給となっていることを指摘したにすぎない。夏休み等の明

示に関しては、例年通り通信教育生のスクーリング終了と同時に図書館職員

の夏休みに合わせ、夏休みとすることがこれまでの慣例であるのだから、そ

のことを明示してほしいと要求したにすぎない。」などと抗議した。 

【審５ｐ29～33、審８ｐ10～12、甲１、甲13の１～３、甲82】 

⑶ ３月12日、ユニオンは、今後は勤務すべき日に勤務できなかったからとい

って賃金の６割を支給しろとは主張しない旨の文書を差し入れてもいいか

ら、新契約書を前の契約内容に戻すよう電話で申し入れた。生協は、検討し、

同月13日に回答すると返答したが、翌13日総務部からの伝言としてＹ２係長

は、「総務で検討した結果、契約内容は変更しない。３月15日まで提出がな

ければ契約の意思がないものとみなす。」とＸ２に告げた。契約内容を元に

戻すことを拒否した理由について、生協は、Ｘ２の要請によって時間をかけ

て契約書を作成し直したこと、労働者の主張のみで労働条件を決定すべきで
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ないこと、勤務すべき日を休務日にした場合の休業手当を要求されたこと、

新契約内容が定時従業員規則に反していないことを挙げている。  

  Ｘ２は、このままでは契約の更新を拒否されると考えて、３月14日に新契

約書を提出した。この契約により、Ｘ２の年収は、前年度より大幅な減収と

なった。 

【審１ｐ20～21、審５ｐ34～35、審８ｐ10～13、甲82、乙１の17】 

⑷ ３月22日、Ｙ２係長はＸ２に対し、年間所定労働日が減ったことによって

雇用保険の資格喪失になったので、同月26日までに雇用保険被保険者証を返

還するよう求めた。しかしＸ２は、新契約書の交付時に雇用保険資格喪失の

説明が全くなかったことは意図的な嫌がらせであると考えて、返還を拒否し

た。 

  その後もＹ２係長は、３月29日に４月３日までに雇用保険被保険者証を提

出するよう求めた。Ｘ２は、八王子公共職業安定所(ハローワーク)に質問し

たところ、同所から、被保険者証は本人のものだから事業主へ返還の義務は

なく、また、資格喪失手続は、資格喪失届を出すだけでよく、特に被保険者

証の提示を求めないので被保険者証がなくとも手続はできるとの回答を得

たので、被保険者証を返還せずにいた。この間、生協から提出の督促はなか

った。また、資格喪失手続に被保険者証が必要でないことは、生協も承知し

ていた。 

  ４月19日、Ｙ２係長はＸ２に対し、３月分の給与明細書とともに「雇用保

険資格喪失証」を差し出し、「提出義務のある雇用保険被保険者証をＸ２さ

んが提出しなかったので、他のパート（定時従業員）の人たちの雇用保険加

入手続が遅れ、総務の係の者が迷惑を被った。」ときつい口調で非難した。 

【審５ｐ34～37、審８ｐ37～41、甲72、甲82、乙１の17】 

⑸ ５月21日、Ｘ２は、Ｙ２係長から生協会議室に行くよう指示され、生協会

議室に出向いたところ、そこには既に、Ｙ６、Ｙ７、Ｙ８各事業部長、Ｙ９

係長、従組副執行委員長、従組書記長の６名が着席しており、主としてＹ６

事業部長が、雇用保険被保険者証の提出拒否の詳細な日時の事情聴取をＸ２

に行った。Ｘ２は、このような話合いは一体何なのかと質問したが、答えは

なく、事情聴取の結果を一週間後の５月28日に報告すると告げられた。 
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  ５月28日、生協は、Ｘ２に対し、「当生協は、雇用保険法、及び公共職業

安定所の指示に従い、貴殿の雇用保険資格喪失の手続を行うため、期限を定

め雇用保険被保険者証を提出するようＹ２係長を通じて２度にわたって指

示・命令した。しかるに、貴殿は雇用保険被保険者証を提出せず、かつ提出

しない理由も説明しなかった。貴殿の行為は、所属上長の指示・命令に正当

な理由もなく従わず、さらには当生協の業務に重大な支障をきたしたもので

ある。」として譴責処分を行い、同時に１週間以内に始末書を提出するよう

求めた（以下この処分を「第２次懲戒処分」という。）。 

  ユニオンは６月２日付けで「業務命令違反だとする今回の処分は、業務命

令権の存在しないものであり、不当な処分である。厳重に抗議するとともに

その撤回を求める。」との抗議書とこの件を議題とする団体交渉申入書を生

協に送付し、Ｘ２も、６月４日付けで第２次懲戒処分は理由の存在しない不

当な処分であり、抗議するとともにその撤回を求めるとの内容の抗議書を内

容証明郵便で生協に送付した。 

【審５ｐ40～41、甲20、甲21、甲22の1･3、甲82】 

⑹ ６月４日、生協は、Ｘ２を生協会議室に呼び出し、５月21日の事情聴取を

行った時と同じメンバーで、第２次懲戒処分の始末書の提出を求めた。Ｘ２

は、前記内容証明郵便で送付したものと同じ抗議書の写しを提出した。 

  また、この席上で「上司から、Ｘ２さんは作業ミスが多く、他の従業員へ

の話かけ、私語が多い。日常の業務の適正を欠くという報告が上がってい

る。」として、この件についての事情聴取が行われた。  

  生協は、「Ｘ２さんは日常業務に適正を欠くという指摘があった。13年３

月28日に目録作業34冊のうち７件のミスをしている。３月28日のミスを４月

10日に指摘したが、その４月10日にもミスをしている。業務上目に余る行為

が多い。他のパート（定時従業員）との話が多い、私語が多いという報告が

上がっている。」と述べ、ミスの証拠として４月10日の作業のコピーを示し

た。しかし、３月28日のミスのコピーの提示はなかった。Ｘ２が、具体的に

そのミスを示してほしいと求めたところ、生協は、再度上司に確認して後日

証拠を提示すると返答したが、その後、後記の第３次懲戒処分までの間、具

体的なミスの証拠の提示もなく、Ｘ２が弁明する機会もなかった。 
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  ６月５日付けで生協は、Ｘ２の提出した抗議書は「我々を愚弄し、挑発す

るものであり、信義則に反する。したがって、抗議書は返送する。貴殿は、

改めて始末書を１週間以内に提出すること。」と記載した書面をＸ２宛に送

付した。 

【審５ｐ42～44、甲21、甲23、甲82】 

⑺ ６月11日15時30分、生協はＸ２に対し、「勤務時間中の度重なる私語及び

他の定時従業員への話かけは、職務を誠実に遂行しようとする意思に欠け、

業務に支障をきたし、職場の秩序を乱している。さらに度重なるミスは、職

責を果たさないばかりか、大学職員から厳重なる注意を受け、業務受託にお

ける信頼関係を大きく損なった。」として譴責処分を言い渡し、１週間以内

に始末書を提出するよう求めた（以下この処分を「第３次懲戒処分」という。）。

同時に、生協は、第２次懲戒処分の始末書を提出しなかったことに対して

「『定時従業員の就業および給与に関する規定』に対する重大な違反行為で

ある。同時に生協の定時従業員としての貴殿の地位を自ら放棄するに等しい

行為である。」とする「忠告書」をＸ２に交付した。 

【甲25、甲26、甲82】 

５ Ｘ２の組合加入と組合の団交申入れについて 

⑴ 一連の生協の行為に対する不当労働行為救済申立ての是非を巡る意見の

対立などから、ユニオンの対応に不満をもったＸ２は、13年６月８日に組合

に加入し、同月11日付けでユニオンを脱退した。 

  組合は、６月11日、Ｘ２の加入通告と、２度にわたる処分の撤回と雇用契

約不利益変更の是正を要求する団体交渉の申入れを行った。 

【審１ｐ29、審７ｐ27～28、甲24の１～３、甲82】 

⑵ Ｘ２の公休日である６月15日、生協は、和書・洋書・逐次刊行物と各部門

毎に図書館定時従業員らを集めミーティングを行った。  

  和書部門では１時間15分程の時間でミーティングが行われ、その中で、和

書担当者Ｙ10  は、「Ｘ２さんが今度入った組合はかなり強硬な組合で、

いろいろ裁判を起こしている。また、団体交渉の日時・場所・出席者まで指

定してきている。多分18日(組合が指定した団体交渉の日時。実際には、こ

の日には団体交渉は行われなかった。）は朝からその対応に私もＹ２さんも
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駆り出されるだろうから仕事にならないかもしれないので、休みたい人は休

んでもいい。今は、来年度の入札の大事な時期だ。もしかしたら来年度から

大学図書館の仕事が取れなくなるかもしれない。こんなゴタゴタが続くのな

ら生協が図書館の受託業務をやめるかもしれない。」などと述べた。 

  Ｘ２の同僚の一人は、組合の団交指定日である６月18日の昼食時に、Ｘ２

に対し、「今日、団交があるのでしょう。Ｘ２さんから八王子ユニオンから

三多摩合同労働組合に加入組合を変えたことなど聞かされていない。有給休

暇が取れるようになったことではＸ２さんに感謝しているけれど、団交など

もうこれ以上ゴタゴタを起こさないでほしい。」と言った。そして、これ以

降、Ｘ２の同僚たちは、昼食時にＸ２を避けるようになった。 

【審３ｐ42、甲24の１～３、甲82】 

⑶ 生協は、６月14日付「要望書」で、Ｘ２がユニオンを脱退したことの証明、

三多摩合同労働組合の組合員であることの証明がなければ、団体交渉には応

じないこと、また、組合が生協事務室に直接団体交渉申入れに行ったことが

大学への無断入構に当たるとして、今後も同様な対応があれば一切交渉には

応じないことなどを組合に通知した。  

  組合は、Ｘ２の組合加入は既に通知済みであるとして、６月16日及び25

日に再度団体交渉申入れを行うとともに、６月26日に大学構内でビラ配布を

行った。このビラ配布には、Ｘ２も有給休暇を取得して参加した。 

  ６月27日朝、Ｙ２係長は、図書館定時従業員らを集めてミーティングを行

い、「大学構内でのビラ配布行為は禁止されているのにＸ２さんはビラを配

布していた。」などとＸ２の組合活動を批判した。 

【審３ｐ６、甲27、甲30、甲34、甲82】 

⑷ ６月28日、生協は団体交渉に応じる旨の回答書を組合に送付し、７月13

日に八王子労政会館で第１回団体交渉が行われた。 

  この団体交渉では、次のようなやりとりがあった。  

① 第１次懲戒処分について、生協は、「大学の構内使用規定に基づいて営

業している。大学から受託業務ができなくなると思い処分した。」と述べ、

組合が、「では大学構内使用規定に労働組合活動はどう規定されているの

か。また、旧定時従業員就業規定Ⅶの三の規定によれば解雇以外の処分は
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ないはずだが、規定にないもので処分するのはおかしい。」と反論したと

ころ、生協は、「知識がなかった。継続案件にしましょう。」と述べた。 

② 第２次懲戒処分について、生協は、「雇用保険資格喪失手続は被保険者

証がなくともできることは知っていたが、それまでの生協の通例に従って

被保険者証の提出を求めた。我々としては我々のやり方でやりたかった。」

と述べた。  

③ 第３次懲戒処分について、組合が、生協の６月11日付懲戒処分の書面に

は、処分の具体的な事実が書かれていないとして具体的な事実を明らかに

するよう求めたが、生協は、Ｙ２係長の詳細な報告書はあるが公表はでき

ないなどと述べた。  

④ 13年度雇用契約の一方的不利益変更について、生協は、所定労働日を特

定してほしいというＸ２の希望があったからそのように作り直した、など

と述べ、所定労働日を特定しない契約に戻すようにとの組合要求を拒否し

た。 

【審３ｐ10～12、甲26、甲35、甲70、甲82】 

⑸ 上記団体交渉が行われた７月13日、Ｙ２係長は、従組からの話として、就

業時間中に図書館定時従業員らを集め、「従業員組合抗議声明」文に賛同す

るよう署名を要請した。 

  この「抗議声明」文は、宛先が「定時従業員Ｘ２   殿」となっており、

内容は、Ｘ２の団体交渉における行為や発言、Ｘ２が加入労働組合を変えた

ことを指して、社会人としてのモラルに欠ける行為であり、決して容認でき

ないなどと非難するものであった。従組は、６月15日から生協事務室横の生

協掲示板(食堂、売店の従業員・定時従業員らの使用するタイムレコーダー

の真上)に掲示し、食堂や売店の職場の定時従業員らからは、かなりの数の

署名が集まったとして、図書館定時従業員らからも署名を集めようとしたも

のであったが、当日出勤していた図書館定時従業員らは、「生協側につくの

か、Ｘ２さん側につくのかと、まるで踏み絵を踏まされているようで嫌だ。」

などと言って、署名する者はいなかった。 

  Ｘ２は、７月18日昼休み、掲示板から「抗議声明」文を外して、従組執行

委員長でもあるＹ２係長に差し出して、自分宛になっている文書を自分に知
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らせずに掲示するのはおかしいなどと抗議した。Ｘ２の抗議は昼休み終了後

も続き、Ｙ２係長は、何度も従組の文書なので返してほしいこと、図書館内

であるので静かにしてほしいことを述べ、Ｘ２は、「抗議声明」文をＹ２係

長に渡した。しかし、休憩時間の午後３時頃、Ｘ２は、再びＹ２係長のとこ

ろにきて、「抗議声明」文を渡すように求めた。Ｙ２係長は、抗議声明は従

組が出した声明であり、それに関することは組合活動にあたるから就業時間

中には話はできない旨を何度も述べたが、Ｘ２の抗議はしばらく続いた。  

【審３ｐ10～12、審11ｐ53～56、甲28の1･2、甲82、乙28】 

⑹ ７月30日、第２回団体交渉が行われた。 

  前回の団体交渉において、「継続案件」とされた第３次懲戒処分の根拠と

する具体的事実について、Ｙ５理事から口頭で数件の日時と簡単な内容の報

告があった。組合が、生協が根拠としている「Ｙ２係長の詳細な業務報告」

を示すよう求めたが、生協は、公表できないと拒否した。組合は、①第３次

懲戒処分の理由である私語・作業ミスについて、Ｙ２係長の報告書とは別に

生協理事会として再度調査して事実関係を書面で提示できるよう検討して

ほしい、②Ｘ２の作業ミスは、他の定時従業員と比較してどうなのか合理的

に説明できるよう検討し、次回団体交渉までに組合側に提示してほしい、と

要求した。これに対してＹ４弁護士は、「努力する。当方の回答を検討する。」

と回答した。 

  また、この団体交渉において、組合は、生協が生協掲示板使用に関しては

許可制をとっていることを確認し、従組の「抗議声明」文の掲示は誰が許可

したのか質したが、生協は「後で答える。」と述べた。  

【甲82】 

６ Ｘ２の配置転換とそれを巡る団体交渉について 

⑴ ７月31日、Ｙ２係長はＸ２の自宅に電話し、「今日、９月の人事異動の内

示があり、Ｘ２さんは９月から書籍店外売係へ異動となった。明日10時に印

鑑を持って出社するように。」と告げた。Ｘ２が、「７月27日から９月16

日まで休業日とされていたため、８月１日には既に予定を入れており、都合

がつかない。」と言ったところ、翌２日に、書籍事業部書籍店外売係勤務を

命ずる旨の辞令（辞令の日付は８月１日）が、生協からＸ２宛に、配達記録
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郵便で送付された。Ｘ２は、８月２日付けで、「（配転は）定時従業員契約

内容に違反するものであり、受入れられない。」との書面を生協に内容証明

郵便で送付した。 

  また、８月13日、組合は、配置転換の撤回を求める要求書を生協に送付し

た。 

【甲38、甲39、甲41、甲82】 

⑵ ８月30日、第３回団体交渉が行われた。 

  この団体交渉で、生協は、第３次処分の根拠となるＹ２係長作成の151項

目にもわたる詳細なＸ２の行動記録を提出し、配転理由について、Ｙ２係長

との信頼関係が損なわれたことと作業ミスが多いことから配転を決めたな

どと述べた。 

  組合が、「作業ミスに関しては、第３次処分の根拠として、事実の突合せ、

問題解決に向けた話合い(団体交渉)が始まったばかりなのに、配転命令を出

してくるなど問題を大きくするようなものだ。争議という不幸な事態になら

ないよう、もう一度配転については考え直してほしい。」などと要求したと

ころ、Ｙ４弁護士は「争議回避にむけ生協経営側に働きかけたい。」と述べ

た。 

【審４ｐ11、審６ｐ８～９、甲42、甲73、甲82、乙44】 

⑶ ９月11日に、第４回団体交渉が行われた。 

  団体交渉に入る前にＹ４弁護士から非公式に、第１次懲戒処分から第３次

懲戒処分の撤回と解決金の支払いを前提に配置転換に同意できないか否か

の打診があったが、組合はこれを拒否した。 

  団体交渉では、前回の経過を受けて、Ｙ４弁護士から「約３時間にもわた

って生協経営側と協議したが、生協は、配転を撤回しないという結論に達し

た。」という報告があった。そして、生協は、異動の理由について、「①所

属上長との信頼関係が全く失われている、②所属上長との信頼関係が失われ

ていることにより職場環境が悪化し、他の同僚たちが迷惑を被っていて、職

場秩序が維持できにくい、③勤務態度・勤務状況における問題として、私語・

話かけが多いなど職務に専念していない、④仕事のミスが12年12月頃から目

立つようになった、⑤（Ｘ２の）書籍店外売係での適性として、図書館係と
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の関連性があること」と表明した。 

  そしてＹ４弁護士は、「立場が違えば、どちらが原因かという問題があろ

うかと思うが、現実として、（信頼関係が）失われている状態を何らかの形

で修復しなければならないということが一番の理由である。」と述べた。こ

れに対して、組合は、「Ｙ２係長との信頼関係が失われていることは、Ｙ２

係長が従組委員長という立場にありながら、定時従業員労働者の権利を擁護

するどころか、経営者と一緒になって抑圧してくるところに問題がある。ま

た、それによる職場環境の悪化を理由としているが、その背景事情には有給

休暇問題があり、そのことに対して速やかな対応を怠ったことが今回の問題

の一番の原因である。ボタンの掛け違いをしたのは、生協側である。生協が

本気になってこの問題を解決するという姿勢を示さないと組合としては徹

底的に争う。」と述べて、Ｘ２の休み明けの９月17日までに当面の具体的解

決案を示すよう生協に求めた。 

【審３ｐ20～21、甲43、甲73、甲82、乙44】 

⑷ ９月14日、生協は、当面の具体的解決案として、人事異動発令実施日を２

か月保留とし、その期間は自宅待機として有給扱いとすることを提案した。

組合は、２か月の間に図書館職場復帰にむけ、生協側が努力することを前提

に自宅待機に同意する旨回答し、生協も大筋でこれに同意した。  

【審３ｐ21、甲44の１、甲82】 

⑸ ９月25日に第５回団体交渉が行われた。 

  この団体交渉で生協は、第２回団体交渉で組合から求めのあった、Ｘ２と

他の定時従業員とのミスの数の比較について、Ｘ２以外の定時従業員につい

ては、記録として残しているものはないので、ミスの数を比較することはで

きないと回答した。  

  また、組合が、生協はＸ２の原職復帰を前提に努力していると理解してよ

いかと確認したところ、生協は、図書館定時従業員全員から「Ｘ２さんが職

場に戻ったらどうか。」という設問のアンケートを無記名で行ったところ否

定的な意見が多かったので原職に戻すのは難しいと判断している旨を述べ

た。組合はアンケートの開示を要求したが、生協は拒否した。 

【審３ｐ22、甲49、甲73、甲82、乙45】 
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⑹ 10月11日の第６回団体交渉では、これに先立って組合がＸ２の勤務状況に

ついての反論を提出し、生協の見解との突合せを行う予定であったが、時間

の関係もあって、まず処分の対象となった事例について検討することとなり、

組合がそれらの事実に対して認否・反論した文書を提出することとなった。 

  終了間際に、Ｙ４弁護士は、「配転についての正当性を意見交換しても平

行線となる確率が高い。今は、どちらが良いとか悪いとか目先のことで議論

しているが、双方が努力しても今ある職場秩序は変えられない場合があ

る。・・・Ｘ２さんとしては何を努力すべきなのか、生協に何を努力してほ

しいのか、前向きな見解が出てきてもいいのではないか。」と述べた。 

  これを受けて組合は、10月29日、Ｘ２を含めて組合と図書館定時従業員ら

との話合いの場を設けることを求めた。 

【審3ｐ23～25、甲51、甲55、甲73、甲82】 

⑺ 11月１日の第７回団体交渉では、生協が図書館定時従業員らに団体交渉な

どの経過を報告し、また、組合が図書館定時従業員らと組合との話合いを要

求していることを伝えたが、生協は、①「Ｘ２さんに言いたいことはＸ２さ

んに伝えたし、生協に言いたいことはアンケートで答えたので、組合側と話

合いをしても意味がない。」という定時従業員の意見があった、②10月31

日に図書館係担当者の３人で話し合った結果、Ｘ２には戻ってほしくないと

いう結論に達したなどと述べ、職場環境の悪化が改善されなければ、Ｘ２を

職場に戻すのは無理であると述べた。  

  組合は、自宅待機期間中にＸ２が職場に戻れる環境整備を進めていく約束

であったとして、改めて組合と図書館定時従業員らとの話合いを求めた。生

協は、Ｘ２、Ｘ３  委員長とＹ４弁護士の３人で図書館定時従業員らとの

話合いを行うことを提案したが、組合はこれを拒否した。 

  生協は、「自宅待機明けの11月17日以前にもう一度団体交渉を行って、そ

こで17日以降どうするのか最終的な組合の意見を頂きたい。」などと述べた。 

【審３ｐ25～26、審４ｐ15、甲73、甲82】 

⑻ 11月14日の第８回団体交渉では、生協は、組合の要求である図書館定時従

業員らと組合との話合いを拒否すると回答した。 

  組合は、組合の調査では、図書館定時従業員らから、Ｘ２と一緒に働きた
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くないとの声はなかった、もし仮にＸ２と働きたくないという声があるので

あれば、堂々とそういう場を設けるべきである、それができないということ

は、やはりそういう声がないということではないのかと述べ、この問題を円

満に解決するのであれば、Ｘ２を図書館に戻すということ以外は考えられな

いと主張した。 

  これに対して、Ｙ４弁護士は、今日の時点では答えが出せないので、解決

を目指して労働委員会にあっせんを申請したいこと、配転が法的に正しいの

かどうか第三者の判断を仰ぐために裁判も検討することなどを述べた。 

  組合は、労働委員会、裁判と平行して団体交渉を継続したいと述べたのに

対し、Ｙ４弁護士は積極的な姿勢を示したが、Ｙ５理事は、第三者機関の判

断を仰ぎたいとして団体交渉継続に難色を示した。 

【審３ｐ26～27、甲73、甲82】 

⑼ 生協は、11月15日付けで、Ｘ２に対して「2001（平成13）年８月１日付人

事異動辞令の発令を同年11月17日実施する。」という内容の通知書を送付し

た。 

  これに対しＸ２は、11月17日付けで「今回の人事異動は、三度の懲戒処分

と同様明らかに労働組合員である私を排除しようとする不当労働行為です。

したがって、今回の人事異動に応じることはできません。」とする内容の「通

知書」を生協に内容証明郵便で送付した。また、組合も11月19日付けで、今

回の配転は組合は到底容認できないので、11月26日に配転問題を議題とする

団交の開催を求めるとの書面を生協に送付した。 

  生協は、11月20日、当委員会にあっせんを申請し（平成13年都委争第124

号事件）、11月21日付けで、早期解決を望むのであれば、労働委員会のあっ

せんに応じるよう求め、団体交渉については、今までとは違う解決条件を事

前に示せば、その条件を検討してから回答をする旨の「回答書」を組合に送

付した。また、生協は、Ｘ２に対しても同月21日付けで、配置転換を拒否す

る理由は全くないとの結論に達したので、異動命令どおり書籍店外売係での

就労を求める旨の書面を送付した。 

【審３ｐ26～27、甲63～67、甲82】 

⑽ 11月26日、生協は、東京地方裁判所八王子支部に対し、Ｘ２が配転先であ
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る書籍店外売係で勤務する地位にある旨の地位確認訴訟を提起した。 

  この訴訟については、後記の経過により、生協が勝訴し、Ｘ２が書籍店外

売係で勤務する地位にあることが確定した。 

  また、前記あっせん事件は、組合のあっせん拒否により打切りとなり、組

合は、11月26日、本件不当労働行為救済申立て（都労委平成13年不第94号事

件）を行った。 

【審３ｐ26～27、甲82、甲155、乙48、乙50、乙69】 

⑾ この後、組合と生協とは、14年２月21日及び５月30日に14年度雇用契約更

新を議題とする団体交渉を行い、組合が就労場所を特定しないで雇用契約を

更新するよう求めたが、生協は、配転先である書籍店外売係の雇用契約書で

なければ更新しないと述べて契約更新を拒んだ。また、組合と生協とは、７

月５日に第３次懲戒処分の事実関係を議題とする団体交渉を行ったが、特に

進展はなかった。 

  組合は、この後17年２月までの間に十数回にわたり、第３次懲戒処分・配

転問題を議題とする団体交渉の申入れを行ったが、生協は、「当生協として、

誠実に交渉を重ねてきたなかで進展がみられないという結論により、裁判所

と労働委員会を通じて解決することになったものですから、当生協は、団交

をする必要はないと考えております。」、「現在は、裁判の結果として当生

協が今迄主張した事実が全て正当なものとして判断されているのですから

それに従うべきことは当然のことではないでしょうか。貴組合側の申入れが、

これと異なった結論を求めるための団交ということであれば、それは法の出

した結論を無視するということになり、団交ということではないと考えてお

ります。」などとして、いずれも拒否した。 

【甲74、甲82、甲122、甲139～153】 

７ Ｘ２の勤務状況、同人に対する一時金等に関する査定、配置転換の理由及び

配置転換に関する訴訟の経緯について  

⑴ 生協が日報から作成したＸ２のミスと私語の記録から、Ｘ２のミスや私語

が少なくなかったことが窺われる。 

  しかしながら、ミスについては、生協自らがＸ２と他の従業員の件数を比

較した資料はないと認めている。また、日報の記録については、「所属長出
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入りが多い。Ｘ２、その都度動きをチェックしている。」、「所属長が朝礼

から帰ってきた際に、Ｘ２は後ろを振り返り確認する。」、「Ｘ２、１日落

ち着きのない行動を取る。」、「Ｘ２補助具のテープの張替え。」、「Ｘ２、

隣の端末に誰もいないため１日静かに作業していた。」など必要以上にＸ２

に注目していたと見られる記載があり、私語についても他の従業員と頻度の

比較が可能な内容とはなっていない。  

【審11ｐ16、甲42、乙20、乙28】 

⑵ また、Ｘ２の私語についての記載に関連して、次のような事実もあった。 

① 12年４月後半から５月にかけて、「Ｘ２、昼休みに大きな声で私語。」

と記載されているが、実際にはＸ２を含む数人の定時従業員が談笑してい

たことについて、図書館に勤務する大学職員が不快に思ったものであった。 

② 12年10月５日、「Ｘ２とＺ５が９時台にも、５分以上目録の話をしてお

り、10時20分からも５分以上して話が終わらず、・・・所属長より話が長

すぎると注意する。」と記載されているが、事実は、前記３⑴のとおり、

Ｙ２係長が、Ｚ５が会話中に微笑んだので私語をしていたと誤解して注意

したものであった。  

【審５ｐ52～54、甲42、甲82】 

⑶ もっとも、Ｘ２が年次有給休暇を取得した後の12年８月頃からは、Ｘ２と

Ｙ２係長の関係は極度に悪化しており、Ｙ２係長がミスを指摘しても反抗的

な態度を示すことも少なくなかった。  

【乙20、乙28】 

⑷ 定時従業員の慰労金と期末手当の支給額は、原則として当該定時従業員の

所属している係の責任者が第１次考課を行い、部長が第２次考課を行って、

その考課をもとに、部長と係責任者で構成される考課会議により第１次案が

決定されて、各部長で構成される部長会議で最終決定される。 

  そして、考課については、第１次考課が尊重され、第２次考課者の実際の

役割は、第１次考課者の考課による増減額が大きい場合に、その根拠に合理

性があるかどうかを判断することであった。 

  Ｘ２の第１次考課者は、Ｙ２係長であった。 

  Ｘ２に対する12年度冬期慰労金、12年度期末手当及び13年度夏期慰労金査
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定等の理由は、それぞれ以下のとおりであった。 

① 12年度冬期慰労金（12年12月５日支給） 

 12年度冬期慰労金は、勤続年数別の定額に考課期間中（６か月）の総労

働時間によって2,000円を増減したものに、査定部分（5,000円減から 

20,000円増まで）を加えた額であった。 

 Ｘ２については、勤続年数別の定額25,000円に総労働時間による増減は

なく、査定部分は最低ランクの5,000円減であった。 

 査定部分が低くなったのは、考課期間中（12年６月から11月まで）、他

の定時従業員と比較して私語が多く、注意しても改善されなかったことが

理由となっている。  

 なお、Ｘ２以外の図書館定時従業員の査定部分については、１名につい

て増額したほかは、増減なしとされた。 

② 12年度期末手当（13年３月30日支給） 

12年度期末手当は、勤続年数に基づいて基準額を決定し、査定部分 

（5,000円減から20,000円増まで）を加えた額であった。 

 Ｘ２については、勤続年数別の基準額は5,000円で、査定部分は最低ラ

ンクの5,000円減であったため、支給額はゼロであった。  

 査定部分が低くなったのは、考課期間中（12年４月から13年３月まで）、

他の定時従業員と比較して私語が多く、注意しても改善されなかったこと

に加え、他の定時従業員と比較して作業ミスが多かったことが理由となっ

ている。 

 なお、Ｘ２以外の図書館定時従業員については、査定部分は増減なしと

された。 

③ 13年度夏期慰労金（13年７月６日支給） 

 生協の経営状況から、13年度夏期慰労金は全定時従業員に対して支給せ

ず、勤続年数に応じて一律に慰労手当を支給することとして、Ｘ２にも勤

続年数に応じた慰労手当が支給された。 

【審10ｐ15～17、審12ｐ15、審13ｐ42～43、乙20、乙27、乙28、乙46】 

⑸① 生協が挙げるＸ２の配転理由は、以下のとおりである。 

ア 所属長との信頼関係が失われており、職場環境が悪化していること。 
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イ 業務に集中しておらず、所属長の行動を監視していたり、私語が多い

こと。 

ウ 仕事上のミスが12年12月頃から増え始め、13年度以降ミスが目立つよ

うになってきたこと。 

エ 書籍店外売係の業務は図書館係と密接な関連があり、図書館係での経

験が活かせること。  

オ 書籍店外売係で定時従業員を必要としていること。  

② 上記配転理由に関連する事実で、既に認定している以外の事実は、以下

のとおりである。 

ア 書籍店外売係の業務のうち、対図書館業務のセクションでは、図書館

係の出す発注リストに基づいて出版社等に書籍を発注し、納品された書

籍を伝票とともに図書館係に納入する業務である。 

イ 書籍店外売係は、図書館係から隣接した場所に勤務場所があり、配置

転換によって、Ｘ２の給与、勤務時間及び通勤時間は全く変わらない。 

ウ 書籍店外売係では、12年度から新システムの導入を図り、人員削減を

予定していたが、従業員が日常業務に時間を取られて新システムの開発

の時間が十分に取れないことにより、開発が遅れている。13年度下期に

は、この遅れを取り戻し、新年度に向けて業務引継ぎを円滑に行うこと

等のために、一時的な増員が必要とされていた。 

エ 生協においては、これまで、図書館係の定時従業員を他の職場へ配置

転換した事例はなかったが、他の係の定時従業員を他の職場へ配置転換

した事例はあった。  

オ Ｘ２の採用面接の際には、図書館係の業務のほかには説明がなく、契

約書も作成されなかった。 

  ５年４月１日にＸ２と生協との間で取り交わされた雇用契約書には、

「仕事の内容」の欄に「業務の都合上、職場の変更を行うことがある」

と記載されており、その後も１年ごとに同様の契約書を取り交わすこと

によって契約が更新されてきた。 

  13年３月１日付けで取り交わされた13年度の雇用契約書（前記のとお

り、契約内容に争いがあり、Ｘ２が契約書を提出したのは３月14日であ
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った。）には、「仕事の場所・内容」として「変更なし（中央大学図書

館における図書整理）」と記載され、末尾に「上記以外は、定時従業員

の就業及び給与に関する規定（定時従業員就業規定）の定めによる。」

との記載がある。そして、定時従業員就業規定には、「業務の都合上、

職場の変更を行なうことがあります。」との定めがある。 

【審４ｐ22～23、審８ｐ42～44、審11ｐ58、審12ｐ13、甲１、甲13の２、甲43、乙４】 

⑹ 生協は、前記のとおり、13年11月26日、Ｘ２が書籍店外売係で勤務する地

位にあることの確認を求める訴訟を提起した。  

  16年２月23日、東京地方裁判所は、生協の訴えを認容して、Ｘ２が書籍店

外売係に勤務する地位にあることを確認する旨の判決を下した。  

  Ｘ２は控訴したが、16年９月29日、東京高等裁判所は、「１回目の譴責処

分は、当時の就業規則には懲戒の手段として譴責処分をすることができる旨

の明示の定めはなかったこと、２回目の譴責処分は、手続上は必ずしも必要

がない雇用保険被保険者証の提出に応じなかったことを理由としたもので

あること、３回目の譴責処分は、複数在籍する定時従業員のうち、控訴人（Ｘ

２）だけが際だって私語や重大なミスを多発させていたとまで認めるに足り

る証拠はないにもかかわらずされたものである点で、控訴人が不服を述べる

ことも理解することができないではない。しかしながら、本件配転命令は、

客観的には、勤務場所を従前の図書館係から隣接した書籍店外売係に変更す

るにとどまるものであり、控訴人の給与及び勤務時間その他の待遇はもとよ

り、通勤時間にも何ら影響を及ぼさないのであるから、上記『不利益な取扱』

には該当し得ないものである。また、本件配転命令が、労働組合法７条３号

にいう、使用者が『労働者が労働組合を結成し、若しくは運営することを支

配し、若しくはこれに介入すること』に該当することを認めるに足りる証拠

もない。」などと判示してＸ２の控訴を棄却した。 

  また、Ｘ２は最高裁判所に上告受理申立てを行ったが、17年３月１日、同

裁判所は、上告受理申立てを受理しない決定を行った。この結果、Ｘ２が書

籍店外売係で勤務する地位にあることが確定した。 

【甲155、乙48、乙50】 

８ 14年度の総代会について  
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⑴ 14年度の総代会（生協の総代によって構成される最高意思決定機関）は、

14年６月25日午後５時15分から行われた。 

  組合は、総代会が始まる前の午後４時20分頃から５時頃まで、総代会の会

場である生協食堂の入っている建物の１階の生協事務室前で、Ｘ２に対する

処分・配置転換の不当性等を訴える情宣活動を行った。  

  午後５時頃、総代会の会場となっている２階の食堂入口前に移動し、５分

ほど同様の情宣活動を行った後、Ｘ２が会場に入ろうとしたところ、食堂入

口の玄関に生協の職員が５ないし６名待機しており、Ｘ２の前に立って大声

で、「入らないで。入らないで。」と言い、その中の一人がＸ２を押し出す

ようにして入場を妨げた。Ｘ２は、生協組合員証を提示し「私、組合員です

から総代会を傍聴する権利があるんです。」と述べた。そのうち、Ｘ２の支

援者も会場入口付近に集まり、Ｘ２を入場させるように求めたが、生協は、

雇用契約がないので総代会への出席はできないなどと述べて、結局Ｘ２の入

場を許さなかった。  

【審16ｐ３、審17ｐ４、甲121】 

⑵ 総代会の議題審議終了後、議長から「閉会の辞を前に、専務理事のほうか

ら報告があります。」との発言があり、これに引き続いて、生協の労務の責

任者であるＹ１専務理事が報告を行った。 

  Ｙ１専務理事は、生協従業員の有給休暇の扱いについては不備があったが

是正を行った旨報告し、①組合については、争議行為をして相手を屈伏させ

解決金を取るという恐喝のプロ集団というように認識している、②Ｘ２の性

格については、自分がこうと思ってしまったこと、信じてしまったことだけ

が事実であり、真実であって、それを批判・否定する者については全て敵で

あるという精神構造の持ち主のようだ、③職場の和が保てないのでＸ２に配

転命令を出したら、それが不当労働行為だと騒いでいる、④自主解決は難し

いということで、労働委員会と裁判所で判断してもらっている、⑤学内でビ

ラがまかれており、警察に相談したが、争議が小さくなっていくのを暫く待

ってもらいたいと指導されている、⑥こういう反社会的な集団に屈してはい

けないという認識で解決を図っていこうと考えているなどと述べた。 

【審14ｐ29、甲119】 
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９ Ｘ２に対する「契約更新拒否」とこれに関する団体交渉について 

⑴ 前記のとおり、組合は、就労場所を特定しないで雇用契約を更新するよう

求めており、これに対して生協は、配転先である書籍店外売係の雇用契約書

でなければ更新しないと述べて契約更新を拒んでいるため、Ｘ２の雇用契約

は14年度以降取り交わされていない。  

  この状態について、生協は、前記の生協が提起した訴訟における16年７月

５日付準備書面において、「契約更新を重ねてきた定時従業員がその労働場

所についてのみ争っているときに、更新そのものを拒否したと見るのは、当

該従業員にとって著しく不利益であって経験則に反するし、それによって契

約が更新されないと考えると労働者の争う権利を否定することになるから、

控訴人（Ｘ２）のかかる主張は、契約更新を前提として配転された労働場所

についての不服申立てとして理解すべきである。したがって本件では、・・・

更新自体については控訴人（Ｘ２）もこれを承諾したものであるから、本件

労働契約は、就労場所についての合意が未だ得られないものの、契約自体は

合意により継続されたものである。」と主張した。 

【甲169】 

⑵ 17年３月10日、生協は、Ｘ２に対して、「本年３月１日に最高裁判所の判

決があり、この異動命令が全く正当な行為であることが法律上確定しました。

貴殿は書籍事業部書籍店外売係に勤務すべき立場にありますので本年３月 

22日より書籍店外売係で勤務についてください。尚、雇用契約についても、

締結されていない状態ですので下記手順に従い契約をして下さい。」とする

業務命令文書と２種類(所定労働日を年間で特定した契約書と週で特定した

契約書)の17年度雇用契約書を送付した。その業務命令文書には、２種類の

契約書のどちらか一方をＸ２が選択し、「契約書に署名、捺印のうえ、『生

協控』を本年３月22日までに総務部Ｙ３宛にご返送して下さい。ご承知のこ

とと思いますが、期限内に返送されない場合は、貴殿に契約締結の意志がな

く、契約がなされないことになり定時従業員としての地位を失うことになり

ますのでご注意ください。」と記載されていた。 

【甲155、甲156の１・２】 

⑶ 組合は、３月18日、本件雇用契約書及び一連の処分・配転問題を議題とす
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る団体交渉申入れを行った。  

  この申入れに対し、生協は、３月24日付回答書において「貴組合の団交申

入れは、Ｘ２氏の行為全てが正当であることを前提として、自分達の一方的

な結論を押し付けようとするもので、決して団交と言えるものではありませ

ん。・・・当生協はこのような団交に応じるつもりは全くありません。」と

回答して団体交渉を拒否した。 

  生協は、３月24日、Ｘ２に対し、再度17年度契約書に署名、捺印のうえ４

月２日までに生協に返送することを求め、同年４月４日より書籍店外売係で

勤務するよう指示した。 

  組合は、４月５日、再度団体交渉の申入れを行ったが、生協は、４月９日、

３月24日付回答書と同内容の拒否の回答書を組合に送付した。同時に生協は、

Ｘ２に対して、同人が契約書を返送しなかったことを理由に契約不成立とな

ったので４月９日付けで生協定時従業員としての身分を喪失したとする通

知書を送付した。 

【甲157～162】 

⑷ 組合は、４月26日、５月31日及び７月14日に17年度の雇用契約書及び配転

問題を議題とする団体交渉の申入れを行ったが、生協は、Ｘ２との雇用契約

が終了したことにより組合と団体交渉を行う立場にないとして団体交渉を

拒否する旨の回答を行った。  

【甲163～168】 

第３  判  断 

１  Ｘ２の労働組合活動に対する生協の評価について 

⑴ 申立人組合らの主張 

  Ｘ２は、12年７月に年次有給休暇の問題を労働基準監督署に申告して以降、

同年９月にユニオンに、また、13年６月には組合に加入して、生協の違法な

労務政策に異議を唱え、定時従業員の権利を実現するために活動してきた。 

  生協は、法令を順守することによって、労務コストを毎年大幅に上げざる

を得なくなったことに加え、Ｘ２が労働組合に加入して公然と活動しはじめ

たことに危機感を持ったのである。そのために、労働組合加入以降、生協か

らＸ２を排除するためにさまざまな理由を作出し、本件一連の不当労働行為
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を行い、最終的にはＸ２を生協から放逐したのである。  

⑵ 被申立人生協の主張 

  年次有給休暇の問題については、Ｘ２の申告を契機として労働基準監督署

の調査を受けたことは事実であるが、そのことによって生協がＸ２や同人の

組合活動を恨んだり嫌悪したりしている事実はない。 

  組合員であるから不利益な取扱いを受けているというのは、すべてＸ２や

組合の思い込みであって、生協がＸ２に行った処分等には、それぞれに正当

な理由があり、同人の労働組合活動とは関係がない。 

⑶ 当委員会の判断  

① 前段認定のとおり、12年当時生協では定時従業員に年次有給休暇を認め

ていなかった（第２、２⑵⑸）。 

  12年６月６日にＸ２が有給休暇の申請を行ったところ、Ｙ２係長は「有

給休暇は法律では認められているが、生協としては制度として運用してい

ない。」と述べた上で、「労働基準法違反なんて、ドライバーが法定速度

をキッチリ守って運転している人が少ないようにそんなに悪いことでは

ない。」、「中小・零細企業などでは労基法違反なんてザラだ。」、「有

給休暇申請などすると生協経営側がＸ２さんを解雇するかもしれないか

ら、そんなことやめたほうがいいですよ。Ｘ２さんは有給休暇がなければ

生協では働けないのですか。権利を主張するからには義務を果してもらわ

なければ。」などと、午後１時から終業時刻の午後４時まで３時間にわた

って、有給休暇を申請しないようＸ２を説得した。また、Ｙ２係長は、６

月７日に、「今の定時従業員の時給には有給休暇分が上乗せされているの

で、もしＸ２さんが有給休暇を取るのであれば、Ｘ２さんの時給を下げる

とのことです。」とＸ２に告げた（第２、２⑸）。 

② 結局、Ｘ２は６月８日に有給休暇を申請して休んだが、その後６月19日

に有給休暇を申請して休んだ分と合わせて２日分が欠勤扱いとして賃金

カットされたため、Ｘ２は労働基準監督官に申告し、結局２日分の賃金が

支払われることとなった（第２、２⑸⑹⑺）。 

③ これに力を得て､Ｘ２の同僚である定時従業員のＺ４が有給休暇を申請

したところ､Ｙ１専務理事はＺ４を呼び出し､「パート(定時従業員)は準従
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業員である。有給休暇制度は規則にないから払えない。」、「労基署に行

かれたら仕方ないから払う。その代わりその有給休暇分をボーナス等で取

り返す。」、「でもそんなことする(労基署に行く)と印象が悪くなる。配

置替えもできる。業務縮小すれば辞めていただくこともある。」、「来年

度の４月から有給休暇を取り入れようと検討中だが、今までのように時給

が上がるかどうかは不明だ。４月まで有給休暇の権利を行使しなればあり

がたい。現在弁護士と検討している。有給休暇を取った人だけが得をする

ということはない。」、「Ｘ２さんはイデオロギー的だ。宗教と同じで取

りつかれている。」、「(有給休暇取得するということは)社会的担保を捨

てるということだから。三十何年間生きているんなら、そのくらいのこと

分かるでしょ。あなたはおかしなユニークな人だ。我が強いね。一番得な

のは有給休暇を取って直ぐ辞めることだよね。」などと言った（第２、２

⑺）。 

④ 以上のような経過をみれば、生協は、定時従業員に対して有給休暇を与

えることに極めて消極的で、定時従業員にも有給休暇を与える端緒を作っ

たＸ２の活動を嫌っていたことが認められる。  

⑤ また、12年９月にＸ２がユニオンに加入した後には、Ｙ２係長がＸ２の

仕事振りを殊更にチェックするようになったり、13年５月下旬には、Ｘ２

と同僚が昼食を共にするのを生協従業員が監視するなど、Ｘ２の組合員と

しての影響力が浸透するのを警戒するような動きが認められる（第２、３

⑴⑵⑷）。 

⑥ そして、14年度の総代会でＹ１専務理事が、(ｱ)組合については、争議

行為をして相手を屈伏させ解決金を取るという恐喝のプロ集団というよ

うに認識している、(ｲ)Ｘ２の性格については、自分がこうと思ってしま

ったこと、信じてしまったことだけが事実であり、真実であって、それを

批判・否定する者については全て敵であるという精神構造の持ち主のよう

だ、などと発言しているのである（第２、８⑵）。 

⑦ 以上のような事実に照らせば、生協は、定時従業員の労働条件の改善を

求めるＸ２の活動を嫌い、ユニオンに加入し、また、ユニオンを脱退して

組合に加入した後も一貫して同人の労働組合活動を嫌悪していたことが
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容易に推認される。  

２  第１次懲戒処分について  

⑴ 申立人組合らの主張 

 第１次懲戒処分の理由は、Ｘ２が大学敷地内及びモノレール敷地内におい

て無許可でビラを配布し、大学職員とモノレール職員より厳重に注意を受け、

このことが「生協に不利益をもたらし、又は不都合な行為」に当たることで

あるが、大学では学内でのビラ配布を禁じてはいないし、Ｘ２が大学内でビ

ラを配布した事実もない。また、Ｘ２が大学職員とモノレール職員より厳重

に注意を受けた事実もない。  

 しかも、譴責処分は、定時従業員の就業規則にはない処分であるから、本

来なし得ないものである。 

 したがって、第１次懲戒処分は、ユニオンに加入したＸ２の組合活動を嫌

悪して、これを押さえ込もうとして行った不当労働行為である。  

 なお、その後のＸ２の情宣活動に対して、生協が何ら処分を行っていない

ことからみても、処分の不当性を生協が自覚していることが窺われる。 

⑵ 被申立人生協の主張 

 年次有給休暇の問題については、全定時従業員を対象にして責任者が説明

を行っており、説明不足ということはないから、争議と関係のない第三者の

管理権を侵害するビラ配布を許容すべき理由とはならない。 

 ビラ配布の場所は大学とモノレールの敷地内であり、重要な取引先の敷地

内でのビラ配布が経営に重大な悪影響を及ぼすおそれがあるので、今後この

ようなことが起こらないようにするため、処分を行ったものである。 

 確かに、この当時の定時従業員の就業規定には譴責処分の定めはないが、

雇用関係のある労働者が企業の存続自体を危うくするような行為を行った

時に厳重に注意することは雇用契約から生ずる使用者側の当然の権利なの

であって、正規従業員の就業規則を準用したこの処分は正当なものである。 

 なお、その後のＸ２の情宣活動に対して、生協が何ら処分を行っていない

のは、大学から、大学構内での情宣活動については大学が対応するとの返答

を得たためであり、生協がこうした活動を不当であると考えていることに変

わりはない。 
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⑶ 当委員会の判断  

① 生協は、組合の求めに応じ、定時従業員に対して年次有給休暇を認める

こととした旨周知したが、その内容は、翌年３月に就業規則を改正し、年

次有給休暇の規定を整備することとするもので、直ちに年次有給休暇を取

得できるという内容が欠けている上に、その契機がＸ２の申告やユニオン

の要求であったことをも伏せたものであった（第２、２⑻）。 

② このよう状況で、ユニオンの配布したビラには、ユニオンとの話合いの

結果定時従業員もすぐにでも有給休暇を取ることができるようになった

旨が記載されていたのであるから（第２、２⑼）、生協がビラ配布を嫌っ

たことは容易に推認される。  

③ また、この処分は、もともとは大学の警備員の求めに応じて場所を選ん

でビラ配布をしたＸ２と、大学敷地内でビラ配布を行い、大学警備員の制

止を受けて学内に「逃げ込んだ」別の組合員とを誤認した上でなされた処

分であると認められる（第２、２⑽）。 

  それにもかかわらず、組合から事実誤認であるとの指摘を受けても、生

協は、Ｘ２からの事情聴取も行わず、少なくとも警備員にはビラを渡して

いるから大学構内でビラを配布したことに当たるなどと、強引ともいえる

理屈でＸ２が大学構内でビラ配布を行ったと決め付けて処分を維持した

ものであって（第２、２⑾）、処分の根拠が極めて薄弱であるにもかかわ

らずあえてなされたものといわざるを得ない。 

  確かに、Ｘ２は、モノレールの敷地内ではビラを配布しており、モノレ

ールの職員から注意を受けているのではあるが、生協が処分を行った中心

的な理由は、大学構内でのビラ配布であることは明らかであるから、処分

の根拠が薄弱であることは変わりがない。 

  しかも、この「譴責処分」は、この当時の定時従業員就業規定には定め

がなかった。 

④ 以上の事実を総合すれば、第１次懲戒処分は、生協に都合の悪い情宣活

動を行ったＸ２とユニオンの活動を嫌悪した生協が、これを封じ込めるた

めに、あえて行った処分であって、Ｘ２に対する不利益取扱いに当たる。 

３  13年度雇用契約の変更（勤務日の削減）及び第２次懲戒処分について  
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⑴ 申立人組合らの主張 

① Ｘ２は、就労場所、業務内容、夏休みを特定するよう求めたものであり、

勤務日の特定を求めたのではないにもかかわらず、生協は、従来の年間所

定労働日を大幅に削減した労働契約を提示し、期限を切って契約締結を迫

った。生協がこの内容でなければ契約更新をしないという姿勢を変えなか

ったので、やむなく契約締結をしたが、この結果、Ｘ２は雇用保険の被保

険者資格を失い、大幅な減収となった。 

  これは、Ｘ２が労基法の遵守を求める組合活動を行った事に対する報復

的不利益取扱いである。 

② 雇用保険被保険者資格の喪失手続には被保険者証の提出は必要でない

にもかかわらず、生協は、被保険者証の提出を求めたものであり、それに

応じなかったことを理由として第２次懲戒処分を行ったのであるから、ま

さに処分のための処分といわざるを得ない。 

  したがって、第２次懲戒処分には理由がなく、この処分もやはり、Ｘ２

が労基法の遵守を求める組合活動を行ったことに対する報復的不利益取

扱いである。 

⑵ 被申立人生協の主張 

① 生協は、他の定時従業員と同様の契約書をＸ２に提示したが、同人が所

定労働日を特定するよう求め、生協の都合により就労すべき日に就労でき

ない場合は賃金の６割を支給せよなどと主張したので、確実に仕事が提供

できる日を特定したものであるから、Ｘ２の希望により契約書を修正した

のである。  

  したがって、生協が意図的に雇用契約を不利益変更したなどという事実

はない。 

② 生協は、従来、資格喪失届に本人の被保険者証を添付して雇用保険資格

喪失の手続を行ってきたのであり、同じやり方で手続をしている事業所も

多い。 

  このため、Ｘ２に対して被保険者証の提出を命じたのであるが、同人は

被保険者証を提出しなかったばかりか、その理由も示さず、命令を無視し

た。このため、業務に支障が生じたのであるから、処分を行うことは当然
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である。 

⑶ 当委員会の判断  

① Ｘ２は、13年度の雇用契約書に就業場所・業務内容の明示がなかったた

め、契約後に配置転換が行われることを危惧して、就業場所・業務内容の

明示を求め、合わせて、12年度に間際になって夏休みを指定されたことを

指摘して、あらかじめ夏休み等を明示するよう要求したものであり、12年

度の所定労働日を大幅に下回る雇用契約を希望したのでないことは明ら

かである（第２、４⑴⑵）。 

  また、Ｘ２が就業場所・業務内容、夏休み等の明示を要求した際、生協

の都合により就労すべき日に就労できない場合は賃金の６割を支給すべ

きであるなどと述べたため、生協は、確実に仕事が提供できる日を特定し

たものであり、そのために生協の業務量が増加したことは推認される。し

かしながら、ユニオンは、今後は勤務すべき日に勤務できなかったからと

いって賃金の６割を支給しろとは主張しない旨の文書を差し入れてもい

いから、新契約書を前の契約内容に戻すよう求めているのであり、所定労

働日が大幅に減少した結果、Ｘ２は雇用保険の被保険者資格を失い、大幅

な減収となるなどの重大な不利益を被るのであるから（第２、４⑶）、生

協が再修正に応じなかったことは、同人の上記要求を逆手にとった嫌がら

せであるとみざるを得ない。  

  そして、前記判断のとおり、生協は、定時従業員にも有給休暇を与える

ことの端緒を作ったＸ２を嫌い、その後の同人の組合活動を嫌っていたと

認められるのであるから、同人の要求を逆手にとって、所定労働日を大幅

に削減した契約書を提示し、同人やユニオンが修正を求めてもこれに応じ

なかったことは、不利益取扱いに当たる。 

② 上記の経過により、Ｘ２は雇用保険の被保険者資格を失ったのであるか

ら、雇用保険資格喪失手続に協力することに消極的であったことには十分

に同情の余地があるといえる。 

  もっとも、そうであったとしても、業務命令に従わず、被保険者証を提

出しなかったことはとがめられてもやむを得ないものではあるが、Ｘ２は、

自分で調査した結果、雇用保険資格喪失手続には被保険者証提出の必要が
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ないことを発見し、そのことは生協も承知していた（第２、４⑷）のであ

るから、生協があくまでも被保険者証提出にこだわり、不提出に懲戒処分

をもって臨んだことは、相当性に欠けるといわざるを得ない。 

  そして、上記のとおり、Ｘ２の労働条件改善のための活動を一貫して嫌

っていたことを併せ考えれば、第２次懲戒処分は、同人のユニオン組合員

としての活動を理由とした不利益取扱いに当たる。 

４ 12年度冬期慰労金、12年度期末手当及び13年度夏期慰労金について 

⑴ 申立人組合らの主張 

 生協は、慰労金、期末手当のカットについては人事考課の結果であると主

張しているが、人事考課が公正になされているのかどうかは疑問であり、特

に、Ｘ２の人事考課は、同人とのトラブルを抱えていたＹ２係長に行わせて

おり、およそ客観的な考課は期待できない。 

 したがって、Ｘ２への考課は、労働組合に加入し、パート労働者の権利拡

大にむけて活動しはじめた同人を排除する為に行った不利益取扱いであり、

他のパートヘの見せしめとしての支配介入であるというべきである。 

 13年度夏期慰労金について、生協は、生協の経営状況から一律支給にした

旨主張しているが、業績が不振であるとの根拠は疑わしく、図書館パートを

差別し、Ｘ２に対する同情や支持を排斥するために行われたものである。  

⑵ 被申立人生協の主張 

 12年度冬期慰労金、12年度期末手当については、Ｘ２の勤務状況を勘案し

て公正に査定した結果支給したものである。生協は、全定時従業員の支給額

について同一の基準で公正に決定しており、Ｘ２のみを不利益に扱ったわけ

ではない。  

 また、13年度夏期慰労金は、生協の経営状況から支給しないこととし、勤

続年数に応じて一律に慰労手当を支給したのであり、Ｘ２にも慰労手当が支

給されている。 

⑶ 当委員会の判断  

① 12年度冬期慰労金の支給は、12年12月５日であった（第２、７⑷①）と

ころ、本件（都労委平成13年不第94号事件）の申立ては13年12月20日であ

るから、申立期間を徒過している。したがって、これに関する申立ては、
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却下せざるを得ない。 

② 12年度期末手当については、生協が日報から作成したＸ２のミスと私語

の記録から、同人のミスや私語が少なくなかったことが窺われるものの、

ミスについては、生協自らが同人と他の従業員の件数を比較した資料はな

いと認めており、私語についても他の従業員と比べて多いと認めるに足り

る事実の疎明がないことは前段認定のとおりである（第２、７⑴）。そし

て、Ｘ２を含む数人の定時従業員が談笑していたことについて、同人だけ

が大きな声で私語をしていたと評価したり、業務上の話をしていたものを

私語をしていたと誤解して注意したりした事例があること（第２、７⑵）

を考えると、同人のみについて減額査定をする根拠に乏しいといわなけれ

ばならない。 

  そして、生協がＸ２の労働条件改善のための活動を一貫して嫌っていた

ことを併せ考えれば、生協が同人の12年度期末手当を低額に決定したこと

は、前記に判断した懲戒処分等と同様に、同人のユニオン組合員としての

活動を理由とした不利益取扱いに当たる。 

③ 13年度の夏期慰労金については、生協の経営状況から全定時従業員に対

して支給しないこととされ、勤続年数に応じて一律に慰労手当が支給され

ることとなった（第２、７⑷③）のであるから、Ｘ２に対する差別の問題

は、発生する余地がない。 

５  第３次懲戒処分について  

⑴ 申立人組合らの主張 

  処分の理由は、私語及び他の定時従業員への話しかけと業務上のミスであ

るが、生協は、団体交渉で、Ｘ２が他の同僚よりも私語と作業ミスが多いと

する根拠を示すことができなかった。この交渉時に生協理事会から出された

Ｘ２の私語と作業ミスに関する書面は、Ｙ２係長の執拗な監視により、あえ

て作成されたものである。 

  したがって、第３次懲戒処分もまた、生協がＸ２の組合活動を嫌い、同人

を排除するために行った不当労働行為に当たる。 

⑵ 被申立人生協の主張 

  Ｘ２の私語やミス等が多いことについては証拠上明らかであり、同人の私
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語やミスが他の定時従業員よりも多いことは、図書館係の正従業員３名が日

常の業務監督の中で確認している。Ｘ２の私語やミス等の記録が残っている

理由は、同人が私語やミス等についての注意を聞き入れず、そのこと自体を

否定するため、Ｙ２係長が図書館係業務日誌に記録するようにしたからであ

って、「執拗な監視」の結果などではない。 

  Ｘ２の私語により図書館係の業務に支障を来たしており、職場秩序を乱し

ているし、また、職責を果たさずミスを重ねることで大学との信頼関係が大

きく損なわれているので、生協としては、このまま放置したのであれば重大

な業務上の支障を来たすことになると考え、このことを同人に理解させ、改

めてもらうために譴責処分としたものであって、本件処分は、同人の組合活

動とは何の関連もない。 

⑶ 当委員会の判断  

  前記判断のとおり、他の従業員と比較してＸ２の私語やミスが多かったと

認めるに足りる事実の疎明はないのであるから、上記で判断した12年度期末

手当における判断と同様に、同人に対してのみ懲戒処分を行うことについて

は妥当性を欠いているといわざるを得ない。 

  もっとも、12年８月頃からは、Ｘ２とＹ２係長の関係は極度に悪化してお

り、Ｙ２係長がミスを指摘してもＸ２が反抗的な態度を示すことも少なくな

かった事実が認められ（第２、７⑶）、生協がこれを看過し得ないと考えた

ことも一応はうなずける。しかしながら、Ｙ２係長は、従組の委員長として

Ｘ２の組合活動を「権利ばかり主張して、義務を果たさない。」と批判した

り（第２、３⑶）、Ｘ２の組合加入を「抗議声明」で批判したりしている（第

２、５⑸）のであるから、Ｘ２とＹ２係長の関係の悪化の一因は同係長にも

あるといわざるを得ない。そして、Ｙ２係長がＸ２を批判した前記発言が勤

務時間内に行われた従組の集会の場での発言であったこと（第２、３⑶）、

同係長は図書館の定時従業員を統括する立場にあったこと（同２⑵）を併せ

考えれば、生協も、このようなＹ２係長の活動を容認していたものとみざる

を得ない。したがって、仕事上のミスに対する注意に対して反抗的な態度を

とることは許されることではないとしても、それに対して懲戒処分をもって

臨むのは相当ではない。 
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  そして、前記判断のとおり、生協がＸ２の労働条件改善のための活動を一

貫して嫌っていたことを併せ考えれば、第３次懲戒処分は、同人のユニオン

組合員ないし申立人組合員としての活動を理由とした不利益取扱いに当た

るといわざるを得ない。 

６ Ｘ２に対する配置転換について 

⑴ 申立人組合らの主張 

① Ｘ２は、図書館係に採用されたものであって、他の係に配置転換するこ

とは許されない。実際、過去に図書館係から他の職場に異動した定時従業

員はいない。 

② 生協の挙げる配転理由のうち、書籍店外売係の業務が図書館係と密接な

関連があり、図書館係での経験が活かせることと書籍店外売係で定時従業

員を必要としていることは、図書館係の定時従業員全てにあてはまること

であって、Ｘ２を配置転換する理由にはならない。また、Ｘ２の私語、ミ

スについての生協の主張が失当であることは既に主張したとおりであり、

所属長との信頼関係が失われていることも挙げて生協側に責任がある。 

  したがって、生協の挙げる配転理由は全て理由にならない。  

③ 生協は、図書館において組合の組織化が進むことをおそれ、他の定時従

業員からＸ２を分断するために配置転換を行ったのであって、配置転換の

目的は、Ｘ２の組合活動を抑圧することにある。 

  このような意図で行われた配置転換が不当労働行為に当たることは明

らかである。 

⑵ 被申立人生協の主張 

① Ｘ２は、図書館係に限定されて採用されたものではなく、定時従業員を

配置転換した例は過去にもある。 

② Ｘ２は、私語や仕事上のミスが多く、上司の注意に反抗的で素直に改め

ようとせず、同僚の定時従業員とも協調的でなかった。そのため、図書館

係では、上司との信頼関係や同僚との協調関係を維持できなくなった。こ

のままでは業務遂行に支障を来し、大学に業務上の迷惑をかけることにな

るので、事態を早急に改善する必要があった。職場の秩序維持にとっては

Ｘ２を異動させることが最も適切であり、また、人事配置の改善を必要と
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していた書籍店外売係はＸ２にとって働きやすい職場だった。生協は、こ

れらを考慮し、Ｘ２を書籍店外売係に異動することを決定した。  

③ 上記のとおり、本件配置転換は業務上の必要に基づくものであり、不当

労働行為には当たらない。 

⑶ 当委員会の判断  

① 前記判断のとおり、他の従業員と比較してＸ２の私語やミスが多かった

と認めるに足りる事実の疎明はないのではあるが、Ｘ２とＹ２係長の関係

は極度に悪化しており、Ｙ２係長がミスを指摘してもＸ２が反抗的な態度

を示すことも少なくなかった（第２、７⑶）。また、13年７月18日に、Ｘ

２が従組の「抗議声明」文の件で、就業時間中のＹ２係長に対し、図書館

内であるので静かにするようにとの指示にも従わずに抗議等を続けるな

ど、「抗議声明」文の内容や掲示の経緯を考慮してもなお、行き過ぎとみ

られるＸ２の言動も認められる（第２、５⑸）。前記判断のとおり、Ｘ２

とＹ２係長の関係の悪化の一因はＹ２係長にもあるのではあるが、これら

の事実からすれば、Ｘ２とＹ２係長を異なる職場に配置する必要性が低か

ったとはいえない。  

  生協が挙げる、書籍店外売係の業務は図書館係と密接な関連があり、図

書館係での経験が活かせること及び書籍店外売係で定時従業員を必要と

していること（第２、７⑸①エオ）との理由には、それなりの合理性が認

められる。また、Ｘ２の配転先である書籍店外売係は、図書館係から隣接

した場所に勤務場所があり、配置転換によって、同人の給与、勤務時間及

び通勤時間は全く変わらない（第２、７⑸②イ）など同人の労働条件に対

する配慮もなされていることを併せ考えれば、同人の組合活動を嫌悪して

本件配置転換が行われたものとみることはできない。 

② 組合は、Ｘ２は図書館係に採用されたものであって、同人を他の係に配

置転換することは許されないとも主張しているが、少なくとも雇用契約書

に「上記以外は、定時従業員の就業及び給与に関する規定の定めによる。」

との記載があり、同規定に、「業務の都合上、職場の変更を行なう場合が

あります。」との定めがあって、これまでに、他の係の定時従業員を他の

職場へ配置転換した事例はあった（第２、７⑸②エオ）のであるから、Ｘ
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２が職場を限定して採用されたものと期待する事情があったとしても、そ

のことが、同人を不当な意図によってあえて配置転換した証左であるとま

でみることはできない。 

③ したがって、本件配置転換は、不当労働行為には当たらないといわざる

を得ない。  

７ Ｘ２に対する懲戒処分、配置転換等を巡る団体交渉について  

⑴ 申立人組合らの主張 

 生協は、Ｘ２に対する配転理由を明らかにしないまま、これ以上話し合っ

ても平行線であると決め付け、労働委員会や裁判所での解決を求めていくと

して団体交渉を打ち切った。  

  組合はその後も団体交渉申入れを行っているが、生協は、労働委員会や裁

判所に係属中であることを理由に団体交渉に応じていない。 

  これは明らかな団体交渉拒否である。 

⑵ 被申立人生協の主張 

  生協は、本件申立前の８回の団体交渉において、異動を一時保留して解決

策を模索するなど誠実に交渉を行ってきた。それにもかかわらず、組合は、

配転命令の撤回に固執し、自主交渉で交渉の進展は見込めない状況に至って

いた。 

  このため、生協は労働委員会にあっせん申請を行って、第三者の調整によ

り解決を図ることを希望したが、組合はこれも拒否し、本件申立てを行って

労働委員会の判断を仰いだのであるから、組合自ら団体交渉が行き詰まりに

達していることを認めているといえる。 

  このような場合に、意味をもたない団体交渉に応じないことは団体交渉の

拒否にはなり得ない。 

⑶ 当委員会の判断  

① 配転命令がなされる以前に、主として第３次懲戒処分を巡って行われた

２回の団体交渉を含め、本件申立て前に行われた８回の団体交渉では、Ｘ

２の配転理由のうち、(ｱ)所属上長とＸ２との信頼関係が失われているこ

とにより職場環境が悪化していること、(ｲ)Ｘ２が私語・話かけが多いな

ど職務に専念していないこと、(ｳ)Ｘ２の仕事のミスが12年12月頃から目
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立つようになったことについて話合いがなされた（第２、５⑷⑹、６⑵⑶

⑸⑹⑺⑻）。 

  そして、生協は、(ｱ)については、図書館定時従業員全員から「Ｘ２さ

んが職場に戻ったらどうか。」という設問のアンケートを無記名で行った

ところ否定的な意見が多かった旨を述べ、(ｲ)、(ｳ)については、第３次処

分の根拠となるＹ２係長作成の151項目にもわたる詳細な行動記録を示し

た（第２、６⑵⑸）。 

  これに対して組合は、(ｱ)については、組合の調査では、図書館定時従

業員らからＸ２と一緒に働きたくないとの声はなかったとして、組合と図

書館定時従業員らとの話合いを求め（第２、６⑺⑻）、(ｲ)、(ｳ)について

は、Ｘ２の勤務状況についての反論を提出し、生協の見解との突合せを求

めた結果、結局、時間の関係もあって、まず処分の対象となった事例につ

いて検討することとなり、組合がそれらの事実に対して認否・反論した文

書を提出することとなった（第２、６⑹）。 

② このような経過のなかで生協は、定時従業員の中にも組合側と話合いを

しても意味がないという意見があり、また、図書館係担当者の３人で話し

合った結果、Ｘ２には戻ってほしくないという結論に達したなどと述べ、

また、職場環境の悪化が改善されなければ、Ｘ２を職場に戻すのは無理で

あると述べて、Ｘ２の私語や仕事のミスについては、事実関係の突合せを

行わないまま、自主交渉での解決は無理であるとして、あっせんや訴訟に

場を移す旨を述べた（第２、６⑺⑻）。 

  あっせんにより第三者の調整を受けて事態の解決を図ったり、配転理由

についての法的な判断を受けたいと考えること自体はもとより非難され

ることではないが、上記のような経過があった場合には、団体交渉が行き

詰まりに達しているとはいえず、あっせんや訴訟などの手段と併行して団

体交渉に応ずる義務が、生協にあったといわざるを得ない。 

③ もっとも、上記８回の交渉において、生協は、配転理由の是非を明らか

にする以外の解決方法を模索していたこと、また、その点については交渉

が決裂したことが窺われるが（第２、６⑷⑹⑺⑻）、それは、配転理由の

是非を明らかにする以外の解決方法によって早期の事態収拾を図る気運
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が失われたにすぎないのであって、配転理由について互いの主張を出し尽

くして事態の解決を図ることが不可能になったことを意味するものでは

ない。 

  したがって、生協が、14年７月５日の団体交渉以降、Ｘ２の配転問題に

ついての団体交渉を拒否したことは、正当な理由のない団体交渉拒否に当

たる。 

８ 14年度総代会へのＸ２の出席拒否について  

⑴ 申立人組合らの主張 

  組合は、総代会の席上、組合に関する話題が出されるとの情報を得たため、

当日総代会開催前に情宣活動を行ったが、これによって混乱が生ずるような

ことはなかった。 

  しかるに、Ｘ２が総代会に出席しようとしたところ、生協の従業員十数名

がピケッティングを行って同人の出席を妨害した。そのことにより、生協は、

Ｘ２に対する一方的な誹謗中傷を正す機会を失ったのであるから、これは、

同人が組合員であることを理由とした不利益取扱いである。 

⑵ 被申立人生協の主張 

  総代会開催当日、組合は会場付近で激しい情宣活動を行い、総代の入場を

妨げており、しかもＸ２は、多数の組合員を同道して総代会会場に入場しよ

うとした。このため、生協は、Ｘ２を総代会に出席させれば総代会の円滑な

運営の妨げになるとの判断で出席を拒否したものである。 

  そもそも総代会は、生協組合員として参加するもので、労働者として参加

するものではないから、総代会には、労働者と使用者という概念は存在しな

いのであって、不当労働行為という概念も存在しない。  

⑶ 当委員会の判断  

① Ｘ２が生協組合員であること、したがって、規約上総代会に出席できる

ことについては、生協も認めている。  

  そして、生協は、組合の行った情宣活動により総代の入場が妨げられて

おり、しかもＸ２は、多数の組合員を同道して総代会会場に入場しようと

したので、Ｘ２を総代会に出席させれば総代会の円滑な運営の妨げになる

と判断して出席を拒否したものであると主張している。  
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  確かに、組合は、午後４時20分頃から５時頃まで、総代会の会場の入っ

ている建物の１階の生協事務室前で、午後５時頃から５分間程度総代会の

会場となっている２階の食堂入口前でそれぞれ情宣活動を行っている。し

かしながら、これらによって、総代の入場が妨げられたと認めるに足りる

具体的事実の疎明はなく、Ｘ２が多数の組合員を同道して総代会会場に入

場しようとした事実も認められない。かえって、生協がＸ２の入場を妨げ

たために混乱が生じた事実が認められるのであり（第２、８⑴）、この点

についての生協の主張は採用することができない。 

② しかしながら、生協がＸ２の総代会出席を妨げたことは、同人の生協組

合員としての権利行使を妨げたものではあっても、従業員としての労働条

件等に関する措置ではないし、同人が総代会に出席したとしても、当然に

労働組合員としての立場から発言することが許されるわけでもないから、

不当労働行為制度に定める「不利益な取扱い」であるとはいえない。 

③ したがって、生協がＸ２の総代会出席を妨げたことは、不当労働行為に

は当たらないといわざるを得ない。 

９ 14年度総代会におけるＹ１専務理事の発言について  

⑴ 申立人組合らの主張 

  Ｙ１専務理事の発言は、Ｘ２及び組合に対する誹謗・中傷であり、両者の

名誉を著しく傷つける発言であって、これらが、生協総代に予断と偏見を与

え、組合の活動を妨害する行為であることは明らかである。 

⑵ 被申立人生協の主張 

  Ｙ１専務理事の発言は、組合の争議の経過や状況を説明する必要に迫られ

て行ったもので、その内容も既に申立人が第三者に折に触れて発言している

公知の事実を前提にして、一定の推察を加えてなしたものであり、不当な内

容のものではない。また、発言は、不特定多数を対象としたものではなく、

総代に対して行ったものであるから、経営者側の説明責任を果たすために行

われたにすぎない。  

⑶ 当委員会の判断  

① Ｙ１専務理事の発言は、Ｘ２の性格については、自分がこうと思ってし

まったこと、信じてしまったことだけが事実であり、真実であって、それ
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を批判・否定する者については全て敵であるという精神構造の持ち主のよ

うだなどと述べており（第２、８⑵）、Ｘ２の組合活動が憎悪や憎しみに

根ざした不当なものであるかのような印象を与える発言であるといえる。 

  また、組合については、争議行為をして相手を屈伏させ解決金を取ると

いう恐喝のプロ集団というように認識しているなどと述べており（第２、

８⑵）、やはり組合が不当な活動を行う団体であるかのような印象を与え

る発言であるといえる。 

  そして、Ｙ１専務理事が生協の労務の責任者であることを考えれば、こ

うした発言は、生協のＸ２や組合に対する強烈な嫌悪の意思を推測させる

ものといわざるを得ない。 

② しかしながら、Ｙ１専務理事の発言は、生協内部の会議である総代会の

場で、組合との紛議の経過とそれに対する生協の対処方針を説明する趣旨

のものであり、生協の従業員に組合加入を思い止まらせることを意図する

などの組合に対する介入の意思は認められないし、この発言によって組合

が具体的な打撃を受けたとの事実も認められないのであるから、直ちに組

合の組織・運営に対する支配介入に当たるとまではいえない。 

10  Ｘ２に対する契約関係終了の通知とその問題に関する団体交渉について 

⑴ 申立人組合らの主張 

① 17年度雇用契約問題を議題とする申立人組合の団体交渉の申入れを被

申立人生協が配転裁判最高裁決定を理由に拒否することは、正当な理由の

ない団体交渉拒否に当たる。  

  また、生協が、雇用契約を締結していなくても雇用関係にあるとしてき

たこれまでの主張を180度転換し、「雇止め解雇」を示してきている以上、

組合が生協の主張の転換について質すために団体交渉を申し入れるのは

当然であり、雇用関係が終了したから労使関係がないとして団体交渉を拒

否することは、正当な理由のない団体交渉拒否に当たる。 

② 生協がＸ２に対して、配転訴訟が確定したという理由で業務命令を出し、

書籍事業部書籍店外売係を就労先とする雇用契約書を一方的に送付し、組

合が雇用契約問題についての団体交渉を申し入れても一切の話合いをも

拒否し、Ｘ２がその契約内容には応じられないとしたことをもって、雇用
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契約の存在がないとするのは、明らかに「雇止め解雇」に当たる。この生

協の行為は、過去にＸ２が行った労働組合活動を嫌悪し報復的に行った不

利益取扱いであると同時に、同人を生協の職場から排除することによって、

組合の活動・影響力を減殺することを意図した支配介入であることは明ら

かである。  

  また、生協は、Ｘ２の配転問題について労働委員会に係属している中で

「雇止め解雇」を行っており、これは、労働委員会の存在を無視し、労働

委員会の役割を没却させる行為である。 

⑵ 被申立人生協の主張 

① 最高裁決定以降の団体交渉申入れについては、申立人側の要求はその最

高裁決定を否定し、原職復帰を求める内容であり、それは団体交渉の交渉

事項にはなり得ない。 

  また、17年４月９日付けでＸ２と生協との間に雇用関係は存在しないこ

ととなり、組合には生協と雇用関係のある者は一人もいなくなったのであ

るから、同日以降の団体交渉申入れについては、生協に団体交渉応諾義務

自体がなくなっている。この点について、申立人側は、身分を喪失したの

は「雇止め解雇」がなされたためであり、団体交渉権は失われていないと

主張しているが、Ｘ２が自らの判断により雇用契約の締結を拒否したため

に身分を喪失したのであって「雇止め解雇」ではないから団体交渉応諾義

務がなくなったことは明らかである。  

② Ｘ２との雇用関係がなくなったのは、生協が雇用契約の更新を求めたの

に同人が自らの判断で更新を拒否したためであるから、これは、「雇止め」

にも「解雇」にも当たらない。 

  したがって、この問題について、不当労働行為が成立する余地はない。 

⑶ 当委員会の判断  

① 生協は、訴訟の確定により、Ｘ２が配転先である書籍店外売係で勤務す

る地位にあることが法的に確定したとして、同人に対し、書籍店外売係を

勤務場所とする雇用契約の締結を求め、これを同人が拒否したために雇用

契約を締結しなかった（第２、９⑵⑶）のであるから、そのこと自体を非

難することはできない。 



 - 52 - 

  もっとも、Ｘ２の配置転換については、本件において不当労働行為であ

るとして争われているのであるから、その判断が示されないうちに書籍店

外売係での勤務を迫るのは、性急に過ぎるともいえる。しかしながら、Ｘ

２の配置転換が不当労働行為に当たらないことは、前記判断のとおりであ

るから、生協が、書籍店外売係を勤務場所とする雇用契約の締結を求め、

これをＸ２が拒否したために雇用契約を締結しなかったことをもって同

人の組合活動を嫌悪したが故の不利益取扱いであるということはできな

い。したがって、生協の措置は、不当労働行為には当たらない。  

② 組合は、４月26日、５月31日及び７月14日に17年度の雇用契約書及び配

転問題を議題とする団体交渉の申入れを行ったが、生協は、Ｘ２との雇用

契約が終了したことにより組合と団体交渉を行う立場にないとして団体

交渉を拒否した（第２、９⑷）。 

  生協が、Ｘ２の使用者に当たらないといえるか否かはともかくとして、

組合は、同人に対する配置転換が不当労働行為であることを前提として図

書館職場での雇用契約を求めているものであり、生協は、確定判決に基づ

いて書籍店外売係を勤務場所とする雇用契約の締結を求めているのであ

って、歩み寄りの余地はないものとみざるを得ず、また、双方とも当委員

会及び裁判所の場において主張を尽くしているのであるから、組合が団体

交渉を申し入れた時点で、これらについて団体交渉を命ずる実益は失われ

ているといわざるを得ない。したがって、生協が上記団体交渉を拒否した

ことは、正当な理由のない団体交渉拒否には当たらない。 

11 救済の方法等について 

⑴ 第１次、第２次懲戒処分、13年度契約書の締結及び12年度期末手当支給は、

いずれもＸ２の組合加入以前の、ユニオンに在籍している期間のことである

が、同人は定時従業員の労働条件改善のために一貫して活動しており、生協

は、そのような同人の活動を嫌っていたものと認められるから、ユニオン在

籍期間中の行為についても、組合とＸ２が救済申立てを行い、当委員会がこ

れを救済することに妨げはない。 

⑵ 前記判断のとおり、Ｘ２の雇用契約は16年度末をもって終了していると解

さざるを得ないものの、同人が13年度雇用契約の年間就業日数を大幅に削減
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されたことにより大きな不利益を受けたこと及び生協が団体交渉に誠実に

応じなかったことが本件紛争の長期化の一因と考えられることから、救済利

益が失われたとみるのは相当でないから、13年度雇用契約に関する問題及び

配転問題に関する団体交渉については、主文第３項のとおり文書交付を命ず

ることとする。 

  なお、申立人らは陳謝文の交付、掲示、全従業員への配付を求めているが、

本件における救済としては、主文第３項で足りると考える。 

第４ 法律上の根拠  

 以上の次第であるから、生協が、Ｘ２に対して、第１次、第２次及び第３次懲

戒処分を行ったこと、13年度雇用契約の年間就業日数を大幅に削減したこと並び

に12年度期末手当を低額に決定したことは、労働組合法第７条第１号に該当し、

生協がＸ２の配転問題に関する団体交渉に誠実に応じなかったことは、労働組合

法第７条第２号に該当し、12年度冬期慰労金に関する申立ては、労働組合法第 

27条第２項及び労働委員会規則第33条第１項第３号に該当するが、その余の事実

は、労働組合法第７条に該当しない。  

 よって、労働組合法第27条の12並びに労働委員会規則第43条及び同第33条を適

用して主文のとおり命令する。 

 

平成18年12月19日 

                                 東京都労働委員会 

                                    会  長    藤 田 耕 三 

 

 

 


